参考資料

（１）公益信託農林中金森林再生基金(農中EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(もりぢから),森力)基金)
2014年度(第１回)助成決定案件の概要
	助成対象先
	事業の概要と評価のポイント

	えんべつしょさんべつ
遠別初山別森林組合

（北海道）

対象地面積　　　62ha


	事業名：私有林と道有林との共同施業・共同出荷モデル事業

	
	　当地域は，トドマツ人工林が成熟化しつつあるが，地元工場での木材需要は限定的で，遠隔地への出荷を余儀なくされている。一方，私有林の人工林は小規模で分散しており，道有林と一体となった取組みが必要となっている。 

  当事業では，私有林と道有林とが共同で策定した森林経営計画に基づき，共同施業・共同出荷による効率的な利用間伐に取り組み，その生産性・コスト分析，ノウハウ蓄積を行うことにより，作業・輸送システムを改善し，留萌流域における安定供給体制の構築を目指すという取組みが評価された。

	いちのせきちほう　

一関地方森林組合

（岩手県）

対象地面積　　370ha


	事業名：平泉町長島の森に人と光を取り戻せ！事業

	
	　当地域は，旧村有林を個人分割・譲渡後，一斉に造林され間伐期を迎えたスギ林分（50 年生～）が主体であるが，所有規模が極めて零細であることなどから，集約化が容易ではなく，間伐遅れの過密林分が延々と連なっている。 

当事業では，木材需要の大幅な増加が見込まれる中で，小規模所有者の集約化の仕組みづくりと，低コスト作業システムの構築，バイオマス用材を含めた多様な用途への安定供給体制の構築を行うとともに，その生産性・コスト等の検証を行い，集約化施業のモデル地域を目指すという取組みが評価された。

	もとよしちょう
本吉町森林組合

　（宮城県）

対象地面積　　168ha


	事業名：地産地消で未来に引き継ぐ気仙沼「宝の山づくり」事業

	
	当地域では，震災からの復興に向け，地元産材を使った木造公営住宅の建設，木質バイオマス発電等に取り組んでおり，多様な木材の安定供給に向けて低コストで，より効率的な施業方法の確立を図っていくことが必要となっている。 

当事業では，バイオマス用材を含め搬出するために，路網の整備と高性能林業機械の組合せによる低コスト・高効率作業システムを構築するとともに，その生産性・コスト・収益性等を分析・活用することで，利用間伐を推進し，地産地消による林業の活性化を目指すという取組みが評価された。

	かねやままち

金山町森林組合

　（山形県）

対象地面積　　　3,000ha


	事業名：デジタル情報を活用した杉の町「金山」の林業生産先進モデル事業

	
	当地域は，共有林やその分割地が多く，権利関係が複雑で所有規模も零細である。また森林資源情報，路網等の基盤整備の遅れ，所有者の高齢化等もあり，経営意欲の低下，境界情報の散逸等による森林の荒廃が懸念されている。 

  当事業では，航空レーザ計測により把握した森林資源情報，３Ｄ地形情報を基に，森林ゾーニング，要間伐林分の特定，次年度間伐予定地域での作業・路網計画，販売計画の作成等を行う。また，その精度・経済性等について検証を行い，効率的な林業生産モデルを創造するという取組みが評価された。


	たかはら森林組合

　（栃木県）

対象地面積　　65ha


	事業名：急傾斜地における作業システムの構築と販売戦略の高度化事業

	
	　 当地域は，Ｘ 齢級以上の成熟しつつある人工林が多いものの，その多くが急傾斜地である。急傾斜地での路網の開設技術の確立や効率的な作業システムの構築が遅れており，利用間伐が行われず，森林の荒廃が危惧されている。 

  当事業では，急傾斜地での適切な作業システム（車両系，架線系）の選択と，それぞれに対応した路網整備とともに，バイオマス用材を含めた多様な用途への販売を行う。また，その生産性，収益性等を検証することにより，急傾斜地作業システムの構築と販売戦略の高度化を目指すという取組みが評価された。

	ふくいし　　　　　　　　　

福井市森林組合・

よしだぐん
吉田郡森林組合
　（福井県）

（現・福井森林組合）
対象地面積　　233ha


	事業名：共同施業で取り組む永平寺町市野々森林再生プロジェクト

	
	　 当地域は，管轄する組合の規模が小さく，職員や機材も不足し，利用間伐等を行うことが出来ず，荒廃林が目立ってきている。両組合では，このような状況を克服すべく，「施業協力協定」を結び，共同施業を行うこととしている。 

  当事業では，共同施業の手法の検討，共同施業の実施による相互の技術力の向上を図るとともに，その成果について検証・評価を行う。また，事業地をモデル林として活用し，地域の森林所有者の関心を高め，利用間伐を促進させるとともに，広域合併推進のきっかけにするという取組みが評価された。

	か　み

香美森林組合

　（高知県）

対象地面積　　311ha


	事業名： 再生路網で築く低コスト・高効率搬出間伐の実践

	
	　 当地域では，主に篤林家による高密路網を開設した林業経営が行われてきたが，近年，高齢化等により組合への委託が増加してきている。しかし，高密度ではあるものの，小型林業機械に対応した幅員が狭く急勾配の作業道で，組合が目指す高性能林業機械による低コストで高効率の作業は困難な状況にある。 

  当事業では，高性能林業機械による作業システムを前提に，既設作業道を効率的に再生する。また従来の作業・輸送システムとの費用対効果を検証し，低コスト・高効率作業システムの構築を目指すという取組みが評価された。

	ちゅうおう
くま中央森林組合

　（熊本県）

対象地面積　3,490ha


	事業名：高精度な森林情報に基づくICT林業推進モデル事業

	
	　 当地域では，利用可能な人工林が増加する一方，所有者の森林への関心が希薄になりつつある。森林組合には，精度の高い施業プランの提案を通じた所有者との信頼関係を構築し，利用間伐を推進することが期待されている。 

  当事業では，航空レーザ計測により把握した森林資源情報，３Ｄ地形情報を基に，森林ゾーニング，要間伐林分の特定，次年度間伐予定地域での作業・路網計画，販売計画の作成等を行う。また，その精度・経済性等について検証を行い，ICT 林業により地域林業の再生を目指すという取組みが評価された。

	おきなわほくぶ
沖縄北部森林組合

　（沖縄県）

対象地面積　　52ha


	事業名：沖縄県北部地域における持続可能な森林経営モデル事業

	
	　 当地域の森林は，亜熱帯の天然生広葉樹の二次林が大部分を占め，過熟林分となりつつあるが，森林情報が未整備で，作業道整備や低コストで効率的な伐出作業のノウハウもなく，長期間収穫伐採が行われず放置されている。 

  当事業では，森林資源情報を整備するとともに，地域特性に配慮した効率的な作業道開設，効率的な木材生産や広葉樹材の有効活用をモデル的に実践する。

また，そのデータを収集・検証することにより，今後の森林施業のあり方の指針とし，持続可能な森林経営の推進を目指すという取組みが評価された。


2015年度(第２回)助成決定案件の概要
	助成対象先
	事業の概要と評価のポイント

	しらかみ
白神森林組合
（秋田県）
対象地面積　　39ha
	事業名：“国の宝「秋田杉」の復権を目指して”　
　　　　  　～ 放置林を解消し、秋田杉の聳え立つ森林を復活させる ～

	
	　当事業地は、秋田杉の生産が盛んな地域にある。住民たちは周辺国有林に林立する天然秋田杉の姿を夢見て、入会林野整備で得た土地に自らが植栽し育ててきたが、木材価格の下落等から放置しがちになってきている。
　当事業では、採算性がないと諦めかけている森林所有者と協議を重ねながら、正確な森林現況把握を基に将来予想により導き出した目標林型を設定し、高性能林業機械を活用した間伐を実施することにより、放置林の公益的機能，経済的価値の復活を目指すという取組みが評価された。

	かねやままち
金山町森林組合
（山形県）
対象地面積　　200ha


	事業名：持続可能な森林のカスケード利用に向けた地域作業システム構築モデル事業

	
	　当組合は、県内に計画されている大型集成材工場や木質バイオマス発電所等新たな木材需要に向け、地域材を安定的に供給していくため、今まで以上に適正な森林整備と効率的な木材生産体制の構築に取り組んでいる。
当事業では、2015年度に実施した航空レーザー計測による森林・地形データや予測出材量等を活用し、地域の特性に応じた施業・作業システムにより荒廃が懸念される森林を再生するとともに、森林のカスケード利用をとおして持続可能な木材の安定供給体制の構築を目指すという取組みが評価された。

	なすみなみ
那須南森林組合
　（栃木県）
対象地面積　　131ha


	事業名：ホイール型搬出機械を使用した低コスト森林施業モデル事業

	
	当地域は、８齢級以上の人工林が多く、積極的に木材生産を行わなければならない地域であるが、地形の特性上、路網開設コストが高い上に、路網延長が長くなるためこれらの基盤整備が行われず、森林の荒廃が進んでいる。
当事業では、岩盤の出る地質の特性を利用し、トラックも走行可能な丈夫な作業道を開設し、山土場を経由せず直接バイオマス発電所に木材を搬入するシステムの構築と、搬出距離の長い現場での速度の速いホイール型搬出機械を用いた低コスト作業システムの構築を目指すという取組みが評価された。

	きたつる
北都留森林組合
　（山梨県）
対象地面積　　180ha


	事業名：多摩川・相模川流域における森林資源の循環活用モデル事業


	
	　当組合は、「植える⇒育てる⇒使う⇒植える」という森林資源の循環利用を推進するため、高齢級化が進む林分の搬出間伐と小面積皆伐を組み合わせた効率的な施業について検証し、その技術習得を目指している。
　当事業では、当管内に見られる急峻な地形でも壊れない地域の特性に応じた工法を導入した森林作業道を作設し、車両系による搬出と架線系の集材を上手に組み合わせた低コストで効率的かつ広範囲から集材できる新たな搬出作業システムの構築を目指すという取組みが評価された。

	くまちゅうおう
くま中央森林組合
　（熊本県）
対象地面積　　190ha


	事業名：高精度な森林情報に基づくICT林業推進モデル事業

	
	　当組合は、航空レーザー計測による高精度森林情報の取得とその活用により、精度の高い施業プランの提案を行い、森林組合が主体となった長期的視点での伐採と植栽による持続可能な森林経営の確立を目指している。
　当事業では、2015年度に実施した航空レーザー計測情報を基に、的確な間伐と路網整備を行うとともに、予測した間伐出材量の検証および需要に応じた木材の有利販売の確保、荒廃状況に応じた保育間伐を行うことにより、計画的な木材供給と森林整備の両立を目指すという取組みが評価された。


2016年度(第３回)助成決定案件の概要
	助成対象先
	事業の概要と評価のポイント

	みなみさんりく
南三陸森林組合
（宮城県）
対象地面積　　　　53ha

	事業名：南三陸の豊かな里山再生プロジェクト

	
	　南三陸町では、震災以降、地域のエネルギー利用や木造災害公営住宅建設の本格化等、多様な木材の安定供給が求められているが、共有林を個人分割化した小規模な林分が多く、路網整備の遅れ等から利用が進まない状況にある。
　当事業では、荒廃している小規模林分で、生産基盤となる路網整備、高性能林業機械を活用した低コスト・高効率な作業システムを構築し、公益的機能の発揮を図るとともに、地域のニーズに対応したきめ細かい木材の供給を可能とする集約化モデル林としての展開を目指すという取組みが評価された。

	よねざわちほう
米沢地方森林組合
（山形県）
対象地面積　　　　82ha

	事業名：広葉樹の多様な活用を通した広葉樹生産林の再生

	
	　当組合管内に広がる広葉樹林は、かつては地域の経済資源として有効利用されていたが、時代と共にその用途が失われ放置された結果、森林整備が進まず、森林病害虫の発生等により、一層の森林の荒廃が危惧されている。
当事業では、「ドローンを活用した広葉樹資源の把握→集約化した広葉樹施業による原木の安定確保→黒炭生産技術継承と生産量アップ→ニーズに合った販売戦略の構築→目標とする広葉樹林の姿・ビジョンづくり」を通して、広葉樹生産林の再生を目指すという取組みが評価された。

	ながの
長野森林組合
　（長野県）
対象地面積　　　　41ha

	事業名：～やまんば伝説の里～信州中条の森林再生事業

	
	長野市中条地区の森林は、奥地の急峻な地形と相まって施業の集約化が著しく遅れ森林経営計画団地の実績がなく、森林の荒廃が進んでいる。地域の過疎化・高齢化が進み、境界の明確化も急務となっている。
当事業では、長野県が公開している微地形図（CS立体図）を活用して、境界明確化、作業道開設、搬出間伐等行うと同時に、道路沿いでは、クレーン等による特殊な搬出間伐を行う。急峻な地形に応じた搬出システムの試験・調査を行い、地域の森林整備と木材資源の積極的な利用を図る取組みが評価された。

	ひがししらかわむら
東白川村森林組合
　（岐阜県）
対象地面積　　　　46ha

	事業名：100年先を見据えた森林づくり
～第２ステップ木材生産林再生モデル事業～

	
	当組合は、この10年間で高密路網での利用間伐が定着し、多くの人工林での施業が進んだが、急傾斜地・岩石地・渓流沿いに位置する森林の多くは、路網開設ができず、森林の荒廃が進み、その再生が急務となっている。
当事業では、木材生産林として継続することが困難な人工林を環境林にゾーニングし、植生転換等、後世に繋げる森林整備事業を行うとともに、架線集材・搬出システムを導入し、路網開設の困難な箇所で木材を有効活用することにより森林再生を目指す取組みが評価された。

	ちゅうせい
中勢森林組合
　（三重県）
対象地面積　　　 73ha

	事業名：後世へ引き継ぐ　雲林院城跡里山再生事業　

	
	事業対象地は森林所有者の高齢化、木材価格低迷等による森林整備意欲の減退等により、森林境界が不明な森林が急増し、間伐等の森林整備がされないまま放置され、竹等も侵入し藪化が加速し深刻な状態となっている。
当事業では、森林境界を明確化した上で、所有者ごとの山の健全度診断を実施し、総合的な視点から課題・整備方針を抽出、状況に応じた施業を実施するとともに、搬出された材の売り先の確保までの工程を包括管理し、健全な里山林づくりに向けた基礎を確立するという取組みが評価された。


	にいみし
新見市森林組合
　（岡山県）
対象地面積　　　29ha

	事業名：新たな低コスト林業と自伐林家との協力による荒廃林再生事業

	
	新見市は古くから良質なスギ、ヒノキの産地であるが、近年の柱角等需要減少等から林業離れが進む一方、森林資源が成熟する中バイオマス発電やCLT等地域の新たな需要への安定的木材供給体制の構築が急務となっている。
当事業では、荒廃林の経営モデル施業団地を編成し、高性能林業機械を活用した新たな作業システムによる施業効率化、多様な用途への販売を通じて森林整備を推進し、自伐林家と協力して森林の公益性機能の再生を図り、地域林業の継続を目指すという取組みが評価された。

	カルスト森林組合
　（山口県）
対象地面積　　　30ha

	事業名： 国定公園「秋吉台」区域内の関係者の協働による森林再生モデル事業

	
	当地域の人工林は材価の低迷等により放置され、その再生に取り組んできたが、各種法規制があり、路網中心の森林整備等既存の技術だけでは対応が難しく、架線集材の導入が必要な状況となっている。
当事業では、秋吉台国定公園における貴重な自然環境の保全と森林資源の有効活用の両立を図るべく、スィングヤーダとタワーヤーダを使った架線集材による作業システムを構築し、未整備であった国定公園内の森林再生の第一歩に結びつけたいという取組みが評価された。

	みま
美馬森林組合
　（徳島県）
対象地面積　　　 20ha

	事業名： 限界集落周辺の森林における「新次元の森林管理経営システム」

構築モデル事業

	
	事業対象地は、吉野川支流貞光川の最上流部の急峻な山間に位置する限界集落の周辺地域である。周辺森林の管理水準は低下し、林業経営の放棄も憂慮される状況となっている。
当事業では、森林管理と森林施業を一括受託し、搬出間伐等の収益で後年の森林管理等を行う「森林管理施業長期受託事業」を中核事業とした「新次元森林管理経営システム」を推進し、急峻地形に対応したタワーヤーダ等による「架線系高能率林産システム」の確立を目指す取組みが評価された。

	ふくおかけんこういき
福岡県広域森林組合
　（福岡県）
対象地面積　　　 73ha

	事業名： 自然と人の共存をめざす里山へ　～ムナカタの小さな挑戦～

	
	事業対象地の宗像市大穂地区は市内を流れる唯一の川の上流に位置する里山である。しかし、近年の宅地化、農林家の減少等により、荒廃森林が増加しているが,搬出できるような作業道もなく、竹林も竹藪と化している。
当事業では、今後に繋がる道づくり・高性能林業機械を導入した低コスト施業・森林資源の有効利用等「元気な里山づくり」を目的とする取組みを行い、里山を再生させるための新たな生産・流通・販売システムの構築を目指すという取組みが評価された。


2017年度(第４回)助成決定案件の概要
	助成対象先
	事業の概要と評価のポイント

	じょうあん
浄安森林組合
（岩手県）
事業実施面積　　　　59ha

	事業名：鉱山跡地周辺の荒廃林再生事業～施業集約化・第2章に向けて～

	
	　当組合では、管内23地域において、かつての造林推進組織『林業実行組合』を核に、車両系高性能林業機械システムの導入により、採算性が見込め集約化に取組みやすい地区では木材の生産体制が定着しつつある。その結果、奥地の傾斜が急で小規模所有者の多い地域では、森林が放置され、水源涵養機能等発揮には程遠い状況となっている。
　当事業では、米代川流域の源泉近くに位置し、県下有数の豪雪地帯で急傾斜地が多い等条件の厳しい、八幡平市瀬ノ沢地区において、不在村者を含む境界画定や、急傾斜地に適した架線集材システムの導入により、労働安全対策等検証しながら、管内奥地での集約化に取り組み、近年特に当組合に求められる、建築・合板・バイオマス発電等木材需要の増大に応えるとともに、水源涵養機能等森林の機能再生に向けて新たな事業展開を図る取組みが評価された。

	つくばね森林組合
（茨城県）
事業実施面積　　　　41ha

	事業名：やさとの森再生プロジェクト　林業専用トラックを活用した低コスト施業モデル事業

	
	　当地区の森林は木材生産機能が高く、古くから地域の経済・生活用資源として有効利用されてきたが、木材価格の低迷等による所有者の山林経営意欲の低下から放置され森林荒廃が進んでいる。一方では、木質バイオマス発電、ペレット・木質ボード等地域の木材需要の増大に伴い、木材の安定供給と森林整備への森林組合に対する期待が高まっている。
当事業では、適切な施業により風致・景観の保全が求められる水郷筑波国定公園内に位置する「やさとの森」において、石岡市の協力を得て、所有者の調査と境界明確化を行うとともに、トラック（3t）が走行できる路網（幅3.5m）を整備（従来のフォワーダ走行距離を短縮）し、山土場を設置し大型トラックで直送する等新たな作業システムを構築し、地域の多様な木材需要に応じた効率的な木材供給体制・拠点整備により、森林の再生を図る取組みが評価された。


	とやまけんせいぶ
富山県西部森林組合
　（富山県）
事業実施面積　　　　45ha

	事業名：ボカスギ再生プロジェクト～美しく健全な森林を次世代へ～

	
	電柱材を目的としたスギ品種ボカスギ発祥の地である小矢部市を中心に広がったボカスギ造林地は、当組合管内で6,460haに及ぶが、電柱材のコンクリート製品への代替等により、ボカスギ林は放置され、国土保全上大きな問題となっている。一方、近年、地域の木材需要の増大と共に、本来、美しい赤褐色を有し、加工や薬剤注入が容易というボカスギの材質特性を生かしながらの木材有効利用と、放置林の整備に対する森林組合への期待が高まっている。
当事業では、ドローンによる空中撮影、レーザー計測技術等を活用し森林資源情報を整備し、森林の機能区分・ゾーニング、要間伐林分の特定、伐期（選択基準）、目標林型の設定等を行う。これら情報を活用し、効率的な作業道開設、ハーベスタプロセッサ、6tフォワーダ等活用した集積運材システムの開発、山土場設置による建築・合板・バイオマス用材の仕分け、各工場への直送等コスト削減にも取り組み、地域関係者、行政が一体となって、長期的な地域森林管理体制の構築により、ボカスギ林の再生を図る取組みが評価された。


	石川県森林組合連合会
なかのと
中能登森林組合
　（石川県）
事業実施面積　　　　25ha

	事業名：荒廃した民有林の再生を軸とした能登地方型の山村復興モデル事業

	
	事業対象地は、スギ、県木アテ、ヒノキの造林地で、広葉樹林が点在するが、県最良の材質を持つアテ等の手入れ不足は深刻で、材質劣化や倒木が著しい状況となっている。一方、当地区では、特用林産物や木質バイオマス発電用等木材需要の増大への対応が求められており、森林再生とともに森林組合に対する期待が高まっている。
当事業では、石川県の地元企業・県森連・石川県による包括連携協定の下、同企業の協力を得て、ドローン（UAV）空撮技術（3D解析含む）と標本調査により、資源量マップを作成。これら情報を活用し効率的な路網整備、ハーベスタ、グラップル付フォワーダを組み合わせた作業システムの開発、山土場での建築・合板・バイオマス用材の仕分け、各工場への直送等多目的用途に適切に対応できる体制を構築。これら県木アテ等地域の森林資源の持続的管理方法を確立することにより、森林再生を図る取組み（連合会はソフト事業、当組合はハード事業を主に担当。）が評価された。

	まつもとこういき
松本広域森林組合
　（長野県）
事業実施面積　　　 21ha

	事業名：森と共に生きる地域づくり～信州塩尻アカマツ活用モデル事業～　

	
	事業対象地は、県中心部に位置し、住宅地にも比較的近いアカマツ・カラマツを主体とする里山であるが、森林所有者の高齢化等による森林整備意欲の減退等により森林は放置されている。一方、地域内には2015年に大型製材工場が稼働、2018年以降には大型バイオマス発電施設稼働予定で、これら大幅な木材需要増大への対応と森林整備が森林組合の急務となっている。
当事業では、2017年4月、森林資源の利活用に寄与することを目的として設立された「塩尻市森林公社」と協力して、境界明確化、所有者の合意形成等ソフト事業を行う。ハード事業では、路網整備により、機械による地引き集材・造材 ⇒ 小型運搬機械による運材 ⇒ 大型トラックによる搬入を組み合わせたシステムの開発・検証を行うとともに、地域の木材流通拠点「信州ウッドステーション塩尻」を活用して、A、B、C、D材の効率的な仕分け、工場への直送等を行い、総合的な川上から川下までの一貫システムの構築により、森林の再生を図る取組みが評価された。

	とうじょうちょう
東城町森林組合
　（広島県）
事業実施面積　　　38ha

	事業名：ドローンの活用と再生基幹道による持続可能な森林管理

	
	事業対象地は、県東北部、岡山県境に接し、当組合管内の最奥地に位置する。かつては豊かな地力等造林適地であったことから森林の70％をスギ・ヒノキ造林地が占めるが、所有者の不在村化・高齢化等により、適切な森林管理が行われず、森林の荒廃が進んでいる。
当事業では、森林所有者との間で10年以上の長期森林管理委託契約を締結し施業の集約化を目指すとともに、県立総合研究所林業技術センターの協力を得ながら、現在多くの労力を要している森林現況把握について、ドローンによるレーザー計測技術を導入し効率的な森林経営計画の策定、間伐等実施可能な森林管理システムを構築する。ハード事業では、大型トラックが走行可能な路網を整備し、隣接する岡山県の木質バイオマス発電やCLT工場への直送等新たな市場開拓による総合的な木材利用推進体制を構築する。これら奥地森林において新たな森林管理・利用にかかる体制を構築することにより森林再生を図る取組みが評価された。


	愛媛県森林組合連合会
　（愛媛県）
事業実施面積　　　 11ha

	事業名：路網と放置竹林を結びつけるハイブリッド先進モデル事業

	
	県内の多くの地域で、侵入竹林による森林の荒廃が問題となっているが、竹林整備への助成は少ないとともに、竹林を除外すると効率的な路網設計ができないことから手をつけられない状況にある。事業対象地は、松山市の北東部に位置し、森林と竹林が混生する民有林で、松山市民の重要な水源であるとともに、渓谷に富んだ風致・景観等適切な施業により、これら機能の維持・保全が重要な地域である（「奥道後玉川県立自然公園」（普通地域））。
当事業では、竹林とスギ・ヒノキ人工林の一体的整備が可能になるような路網整備等を計画し、竹林の侵入状況に応じて、竹林または人工林として育成していくための間伐・除伐等施業を行うとともに、これら事業結果を検証し、乾タケノコ生産（県全体としてJA関係と協力して取り組んでいる）による収支をあわせて森林経営が可能となるような効率的な路網計画、作業システムを構築する。このような活動を、連合会が中心となって実施し、県内の各地域へ普及させていこうとする取組みが評価された。


2018年度(第５回)助成決定案件の概要
	助成対象先
	事業の概要と評価のポイント

	いちのせきちほう
一関地方森林組合
（岩手県）
事業実施面積　　　　53ha

	事業名：平泉町長島の光を地域全体に！
～徒歩によるデジタル情報の取得とその活用～

	
	当組合は、森力基金（第1回）の助成を受け、「世界農業遺産」申請の中核に当たる長島地区において、100名を超える所有者で短冊状に区切られた森林（35ha）の施業集約化に取り組んだ。その結果、境界明確化に想定以上の労力がかかること、地形条件等により機械稼働率が低下すること等更なる課題が明確となった。このような課題のある森林は当地区その他にも存在することから、当組合が克服しなければならないと認識している。
当事業では、将来に渡る森林資源の循環利用、公益的機能発揮、景観保全を図るため、縦長の短冊状の所有地（53ha、所有者111名）において、森林ＧＩＳ・ＧＰＳによる境界確定の迅速化、レーザーセンシングによる立木材積等の森林資源情報収集、地形条件に適した路網整備および架線集材の導入による生産機械の稼働率向上に取り組む。これら各種データを履歴管理、次世代への指標とし、長島地区全体が更なる施業集約化・森林再生のモデル地域となることを目指すこれら取組みが評価された。


	けせんちほう
気仙地方森林組合
（岩手県）
事業実施面積　　　　24ha

	事業名：気仙川上流に位置する未整備森林『衣替え』
～新たな気仙杉林の再生に向けて～

	
	事業対象地のある住田町は、岩手県北上山系東南部に位置し、三陸海岸南端の水産資源豊かな『広田湾』に注ぐ『気仙川』を有する気仙地域に位置する。『森林・林業日本一のまち』を目標に、種々の町の支援（県民税による伐捨て間伐やFSC認証林等）により発展してきたが、町の支援対象にならなかった小規模林家については、集約化が困難であった多くの森林が放置され、間伐が手遅れになりかねない状況になっている。
当事業では、町中心部から離れ急傾斜地が多く所有が小口分散化した地区（24ha、所有者29名）で、施業にかかる合意形成、造林時に開設した基幹作業道の拡幅等路網整備により大型フォワーダおよびプロセッサ等高性能林業機械を導入した新たな作業システムの構築により、当地域の森林の再生・多面的機能の発揮・持続可能な森林経営体制の実現を目指す。東日本大震災以降本格化してきた復興需要等にこたえる体制の整備にも繋げたいとするこれら取組みが評価された。　



	しろいしざおう
白石蔵王森林組合
　（宮城県）
事業実施面積　　　　43ha

	事業名：蔵王山麓の地域林業再生プロジェクト
～森林情報による林地境界の明確化と共同施業で取り組む間伐モデル団地造成～

	
	   事業対象地（43ha、所有者11名）は、蔵王国定公園第3種指定区域に位置し、蔵王山麓の豊かな自然環境の保全・形成が求められているが、当組合の木材生産にかかるノウハウ不足等により、搬出間伐等森林整備が遅れ、森林荒廃が進んでいく状況にある。
   当事業では、地元林業事業体との連携を強化し、ソフト・ハード両面において互いのノウハウを融合しながら荒廃林の再生に取り組む。具体的には、GISを用いた境界明確化、所有者等のデータベース化、森林の機能によるゾーニング、ハード事業では、古い作業道が多く傾斜が比較的緩やかという地域の特性を活かし、既設作業道を大型トラックが走行可能な路網に改修するとともに、川下の用途に応じた作業システムの構築・路網整備を行う。また、「福島や山形に近い立地」を活かし、隣県のバイオマス発電等新たな販路を開拓し、県内外を含む木材の安定供給体制の構築を図るという取組みが評価された。


	おがちこういき
雄勝広域森林組合
　（秋田県）
事業実施面積　　　　16ha

	事業名：過疎山村における“山終い”防止と放置林の再生
― 生産森林組合解散後の健全管理を目指して ―

	
	事業対象地（16ha、所有者20名）は、羽後町仙道地域に位置し、積雪3m、町の中心から遠く、過疎化の激しい地域で、生産森林組合解散後、新たな所有者の非組合員化等により、施業が行われず森林が荒廃し公益的機能の低下が懸念されている。
当事業では、過去の空中写真およびドローン撮影空中写真判読による林相区分、3D写真技術を活用した森林調査、高齢な所有者等への現状説明、合意形成に取り組む。ハード事業では、ハーベスタ、フォワーダによる車両系集材を実施するが、事業地の多くが農地の奥にあり、地すべり区域であることから、積雪と既設路を利用し、農地および林地への負荷を最小限にする作業システムを構築する。秋田県立大学等の協力を得て、用途に応じた採材・仕分け・乾燥等、木材の有効利用のための各種行程についても検証を行う等体制づくりを目指すこれら取組みが評価された。


	みなみあいづ
南会津森林組合
　（福島県）
事業実施面積　　　 30ha

	事業名：南会津林業再生プロジェクト～持続可能な森林管理モデル～　

	
	当組合の地域は、優良な広葉樹資源やスギ、カラマツ等の人工林を活用した産業とともに発展してきた。しかし、小規模零細林家が多く林業経営意欲の減退とともに、地形が急峻で複雑、冬季の積雪の影響により施業が遅れ、森林の多面的機能発揮が危ぶまれる状況となっている。
当事業では、スギ等人工林、広葉樹林（30ha、所有者25名）を対象に、IT技術等活用した各種調査を行い、地形や資源状況に応じて、目標林分を設定、NPO法人みなみあいづ森林ネットワークと協力して、路網・森林整備を行う。スギは製材、バイオマス発電等、広葉樹はクロモジ等下層植生含めた用途に利用、架線系作業システムの導入にも取り組む。これら事業は、森林管理署、農林事務所、町等行政とも連携し地域一体となった事業実施体制を構築して実施することとしておりこれら取組みが評価された。



	ゆきぐに森林組合
　（新潟県）
事業実施面積　　　10ha

	事業名：ブナ林を主体とする広葉樹資源活用による雪里林の再生事業

	
	事業対象地（10ha、所有者27名）のブナ林は、古くから稲作の水源涵養池や生活物資の供給源等、雪里の生活を支える重要な里山（雪里）林である。しかし、近年の生活様式の変化等から広葉樹資源が殆ど利用されず荒廃が進み、生活環境保全機能の衰退が危惧されている。
当事業では、既存の資料等（過去の航空写真、GISデータ等）と3D解析技術を活用し、集会所等での3D画像等視覚化による所有者への説明、境界についての合意を図るとともに、ブナ林等施業の専門家の指導により、体系化された目標林型とそれぞれの施業法の確立に取り組む。ハード事業では、高性能林業機械を導入（コスト、安全性の観点から）して広葉樹の素材生産システムを確立するとともに、おが粉、チップ、バイオマス等有効利用を図る。新潟大学・森林総合研究所・県・市・素材生産業者等関係機関による連携、実施体制が構築されていること等これら取組みが評価された。


	きたつる
北都留森林組合

みなみつる
南都留森林組合

おおつきし
大月市森林組合
　（山梨県）
事業実施面積　　　20ha

	事業名：流域3森林組合連携による荒廃森林再生モデル事業

	
	当3組合は、山梨県東部に位置し東京都と神奈川県の水源の森を管理し、その約5割の森林は今すぐ間伐を必要とする荒廃林といわれているが、人材、技術の不足により間伐が進んでいない現状にある。当事業では、３組合が連携し、特別な作業班等編成し協力して取り組む。
事業対象地（20ha、所有者20名）は、南都留森組管内のスギ・ヒノキ人工林で、FRONT80と森力助成事業を実施した北都留森組の技術を活用して、森林調査、境界明確化、作業道開設、搬出間伐等を実施。特に、前回、破砕帯の多い沢沿いの作業道作設で苦労した経験から、尾根を幹線とする路網整備に取り組む。事業実施後は、森林作業道作設マニュアルを作成する等により、各組合管内で、壊れにくい安全安心な路網整備を普及させようとするこれら取組みが評価された。


	よしのちゅうおう
吉野中央森林組合
　（奈良県）
事業実施面積　　　 15ha

	事業名：小規模森林組合による川下と連携した販売とそれに対応した新たな
作業システムの確立　～ 吉野林業地域の新たな担い手を目指して ～

	
	吉野林業地域である東吉野村では、これまで森林管理を担ってきた山守の後継者不在等から、密植されたが手入れが遅れた超過密人工林への対応が問題となっており、2018年度から当組合直営班による集約化施業を始めたところであるが、当組合が新たな担い手として将来に渡り地域の森林管理を続けていくためには、径級がまだ大きくなく、必要な作業量が多い超過密林分において、収益性の確保が必要となっている。
当事業では、超過密人工林（15ha、所有者6名）を健全な状態に誘導することを目的に、県、機械レンタル会社、川下事業者と連携し、新型ハーベスタ（従来の2倍の造材能力等）を導入した新たな作業システムの構築、材質や規格に応じ最も有利な新たな販売手法を実践するとともに、それに対応した作業システムの確立や低コスト化に取り組む。良質材生産を目標とする吉野林業の特質を生かしながら、有名林業地吉野の新たな方向に向けたこれら挑戦が評価された。



2019年度(第６回)助成決定案件の概要

	助成対象先
	事業の概要と評価のポイント

	つるいむら
鶴居村森林組合
（北海道）
事業実施面積　　　　40ha

	事業名：「見（魅）せる」林業モデルによる広葉樹林の再生
‐「開かれた」森づくりに向けて‐

	
	本事業で対象とする広葉樹林は過去には軍需品や戦後復旧工事等に活用さ
れていたが、不在村所有者の進行とともに、数十年間放置され荒廃が進んで
いる。このため、下流部に位置する釧路湿原への土砂流入の抑制等公益的機
能の復旧が求められ、広葉樹林再生は急務となっている。

当事業（40ha、所有者３名）では、広葉樹の特性を踏まえ、森林3次元計測システム（北見工大が保有する3Dマッピングユニット）を活用し、施業地の全立木の樹高、胸高直径、枝下通直性等を詳細に整理した立木マップの作成や、間伐実施後の将来予測画像を作成するソフトの導入により、所有者に視覚的提案を行う等広葉樹林内の可視化と林業所得増大・経営意欲向上を目指す「見（魅）せる化」を意識した先進的な試みを実施・効果検証を行い、広葉樹林の再生を目指す。
（申請の背景等）
東日本大震災そして北海道胆振東部地震以降、停電時の暖房用燃料の必要性が高まり、薪ストーブの普及が進む等薪の需要が増大している。当事業では、このような燃料材需要に応えるとともに、建築・家具、ベニヤ、チップ等多様な木材利用に積極的に取り組むためには、最新の計測技術を取り入れた広葉樹林の管理は不可欠と考え、今回の申請に至ったもの。


	とおのちほう
遠野地方森林組合
（岩手県）
事業実施面積　　　　48ha

	事業名：『遠野郷』における民有林森林機能の復活
‐『民話の里』にふさわしい森林は『作業道のリニューアル』から‐

	
	事業対象地のある遠野市は、早池峰山を頂点とする岩手県北上山系中部に位置し、『民話の里』として知られ、かつては馬産地で名を馳せ、戦後は採草地等を中心に、スギ・カラマツ等の造林を積極的に行ってきたが、所有者の高齢化等により、手入れの行き届かない人工林が多数存在している。

当事業（48ha、所有者44名）では、かつての『団地造林』地で、整備遅れが著しい地区において、森林所有者への合意形成と作業道のリニューアル（補修と新設）を進め、間伐適期の人工林の手入れを加速化させ、対象地内に多数存在する沢などの水流を適切に管理しつつ、間伐材の搬出に対応できる山づくりと、森林の多面的機能の発揮との両立を図り、『民話の里』にふさわしい森林の再生を目指す。
（申請の背景等）
昭和40年代の『団地造林』地造成のために作設された作業道は、沢筋と路線形が直行し急勾配で陥没地もある等、今日の搬出間伐には極めて利用しにくいものとなっており、大きな課題となっていた。これら既設作業道も利用した新たな路網配置により、水の管理と搬出間伐の両立する森林経営を目指し、今回の申請に至ったもの。



	いしのまきちく
石巻地区森林組合
　（宮城県）
事業実施面積　　　　23ha

	事業名：「復興の森林プロジェクト第２章　～ 後世に繋ぐ森・人の想い～」


	
	   東日本大震災復興のさなか、平成25年、FRONT80により、森林の荒廃を防ぐため、所有者が明確で施業が比較的容易な荒廃林の再生事業を実施した。一方、震災から8年経過した今、前回対象としなかった地形等条件の厳しい地域での森林荒廃が急激に進み崩壊等危険が高まっている。このような状況のもと、他地域への移住を余儀なくされた所有者等からも当組合に森林を整備してほしいとの要望が多く寄せられている。

当事業（23ha、所有者11名）では、降水量が多く土砂災害が起こりやすい、かつ、急傾斜で施業が困難な地域で、当組合が実践してきた等高線を走る崩れにくい路網整備等を行うことにより、震災前の豊かな山林を取り戻し、森林の再生を望む地域内外の所有者の想いを後世へ繋ぐことを目的とする。
（申請の背景等）
当地域に必要な防災対策については、防波堤建設等海岸部での津波対策と、山側での災害に強い森林づくりが求められる。しかし、昨年の19号台風で、当地域で多くの土砂災害が起こる等、土砂災害防止等山側の管理の必要性が強く認識された。当事業では、震災から復興した大型合板工場への木材安定供給等を通じ、木材利用による地域貢献とともに、急傾斜地等施業が難しい地域での持続可能な森林経営の確立を目指し、今回の申請に至ったもの。


	まつもとこういき
松本広域森林組合
長野県森林組合連合会
　（長野県）
事業実施面積　　　　9ha

	事業名：アカマツ林の再生と豊かな森を目指して
～松本市四賀地区の取組み～

	
	当組合管内ではマツノザイセンチュウによる被害は年々拡大し、その対策は急務を要する。その中でも松本市四賀地区は、アカマツ林が多く松茸の産地としてもアカマツ林が守られてきたが、被害の特に激しい地域で、枯損状態も進み補助事業を導入できず、所有者負担での被害木の除去や森林の再生ができる状況ではなく、山地災害の危険度も増しており、森林の再生は地域全体の課題となっている。

本事業（9ha、所有者13名）では、被害地の状況に応じて、皆伐し抵抗性アカマツを植栽する箇所と、侵入した広葉樹を残して育成する箇所等を設定、被害木のチップ活用とアカマツ林の再生、地域森林の保全機能維持のための森林整備の方向性を検討し、森林の再生を図る。また、当事業は、森林組合と、木材流通において重要な系統組織である県連合会との共同実施により、より効率的な計画策定、検証・分析等実施体制を構築し、系統組織の強化を図る。
（申請の背景等）
四賀地区は松本市の北東部に位置し、中心部の標高600ｍ・面積約90㎢・人口4,500人の四方を山に囲まれた山村地域である。事業対象地の樹種構成は、アカマツ70％、広葉樹15％、スギ他15％である。地域の重要な樹種であるアカマツを守るため、県林業総合センター、松本市の全面協力のもと、当事業に取り組みたいとして今回の申請に至ったもの。




	おかざき
岡崎森林組合
　（愛知県）
事業実施面積　　　20ha

	事業名：ぬかた、木望の森　～新たな森林整備にむけて～

	
	岡崎市額田地域では、明治期に植林の推進が図られ、林業先進地となる礎が築かれた。林業グループの活動も盛んで、昭和50年から始まる額田林業クラブは枝打ち材を中心とした付加価値材生産に取り組み、全国表彰を受けるなど、自伐林家の意識も高い地域であった。しかし、材価の低迷、後継者不足等で山林所有者の山離れが進み、また、急傾斜地が多い事から、森林整備が遅れ森林の荒廃が進んでいる。

当事業（20ha、所有者3名）では、急傾斜地での安全作業に配慮し、尾根付近の作業道の開設、架線集材（スイングヤーダ等）を導入することにより、森林整備の遅れている地域の施業に取り組むとともに、ICT技術の導入により、当組合が、かつての林業グループに代わって、今後の森林資源を一元的に管理し適切な森林管理を行っていくための体制整備を行い、山林所有者の関心を取り戻す機会とすることを目的とする。
（申請の背景等）
今回の事業地には、明治22年から130年の歴史を持つ宮崎財産区有林（岡崎市宮崎地区9町内会1,137人からなり、区域の住民から委員を選任し運営）があり、将来の夢を林業に託して枝打ち等行ってきた。しかし、当地域は、大規模な雇用を有する豊田市に近いこと等から労働力確保が極めて難しく、人力による森林資源調査等は極めて困難となっている。このため、林業技術およびICT技術両面に優れた当組合が、さらに最新の技術を導入し、先人が残した森林を適正に管理し整備していくとの強い意志をもって今回の申請に至ったもの。


	ちゅうせい
中勢森林組合
　（三重県）
事業実施面積　　　131ha

	事業名：桜の名所百選「三多気の桜」周辺の森再生事業
～航空レーザー計測技術を活用した境界明確化と杉の美林再生～

	
	津市美杉町は古くから良質なスギの産地であるが、柱角等需要の減少から林業離れが進み、境界不明な未整備森林が増加し、過去には大規模な山地災害も発生した。一方、①同町近隣に大型合板工場が新設、②津市ではバイオマス発電等木材需要が増大、③当地域の良質なスギへの需要は依然として大きい等、当地域の木材生産への期待は年々高まっている。

当事業（131ha、所有者106名）では、「三多気の桜」（風景保全地区）周辺に位置する人工林において、県内初の航空レーザー計測を活用した境界明確化を行うとともに、傾斜が緩やかという路網整備に有利な条件を生かした高密路網による搬出間伐、中間土場での材級（A～D材）、出荷先ごとに選別・直送等効率的な販売を通じて森林整備を推進し、災害に強い森林を造成し杉の美林再生を目指す。
（申請の背景等）
事業地のある美杉町は、吉野・尾鷲地域と並ぶ古くからの林業地で、『杉の美林』で有名であった。当事業では、かつての柱材中心の利用から、スギの先端から根本まで、幅広い木材需要に対応した効率的木材生産を行うことにより、かつての美林を取り戻し、災害に強い森林を再生することを目的として、今回の再生に至ったもの。


	おおだし
大田市森林組合
　（島根県）
事業実施面積　  　14ha


	事業名：搬出間伐システム構築に向けた石見銀山モデル事業

	
	当組合管内の人工林は、主に戦後の拡大造林期に造成されたが、木材価格の低迷等から森林所有者の経営意欲が減退して以降、当組合では緩傾斜等条件の良い箇所で搬出間伐により収入を得ることで整備を進めてきた。一方、これまで放置された中急傾斜地等に位置する森林の多くが崩れやすい地形・地質条件にあることから路網等整備が一向に進まず、近年、急速に荒廃が進み山地災害の発生が危惧されている。

当事業（14ha、所有者20名）では、林地保護と同時に効率的作業により採算性の向上を目的として、大型トラックによる運材が可能な道を開設し、タワーヤーダにより全木集材した原木の全てを需要別に造材・仕分けを行い、大型トラックで需要先へ直接運材する効率的な搬出間伐システム（石見銀山モデル）の構築に取り組み、荒廃林の再生を目指す。
（申請の背景等）
当組合が管理する地域は島根県の中央部に位置し、出雲国風土記の国引き神話に登場し2020年に開催される植樹祭の舞台となる「三瓶山」と、16世紀後半に世界有数の銀山でありながら山を崩したり森林を伐採したりせず、狭い坑道を掘り進んで採掘するという環境に配慮した生産方式を採用していた「石見銀山」がある。当事業では、このような世界遺産に登録された「石見銀山」のある地域にふさわしい林地保護と効率的木材生産の両立する森林施業技術の確立を図るため、今回の申請に至ったもの。



	おおずし

大洲市森林組合
　（愛媛県）
事業実施面積　　　23ha

	事業名：針葉樹林・広葉樹林の一体的施業による民有林の再生事業

	
	事業対象地のある長浜地域は、古くから原木椎茸生産が盛んで、スギ・ヒノキ林とクヌギ林が隣接して生育している。クヌギ林については、かつては椎茸生産者が自前で原木生産を行っていたが、現在は、その多くが価格の低迷等から放置さている。このため、クヌギ林の大径化が進む一方、隣接する針葉樹林においても一体的施業が困難となり間伐が遅れ、林地全体の荒廃が進行し、土砂崩壊等が危惧される状況にある。

当事業（23ha、所有者23名）では、これまで森林経営計画から除外してきた広葉樹林を組み入れることで一体的・効率的な路網整備を行い、針葉樹林については除間伐を、広葉樹林については大径化したクヌギの伐採箇所に植栽、萌芽が期待できるクヌギ等広葉樹林については更新伐を行う等、エリアごとに適した施業を実施し、公益的機能の再生を図るとともに、将来にわたって、良質な用材やシイタケ原木、燃料材等、用途に応じた多様な木材生産・販売が可能となる、多様な森林整備、持続的な森林経営体制の構築を目指す。
（申請の背景等）
愛媛県では、木炭の原料やシイタケ原木として活用するため、クヌギの植栽・育成が積極的に行われたが、これらの需要の減少により、県内に約6,000haあるクヌギ林の多くは高齢化、大径化し、公益的機能発揮への悪影響も危惧されている。このような状況の中、管内に多くのクヌギ林が分布する当組合が、クヌギ林を含む森林の施業技術の重要性を認識し、その技術の確立に向けた具体的な取組みを行いたいとして、今回の申請に至ったもの。

	鹿児島県森林組合連合会
　（鹿児島県）
事業実施面積　　　 30ha

	事業名：シラス地域におけるICT技術を利活用した荒廃林再生事業

「維新の翼さつまプロジェクト」

	
	鹿児島県垂水市はシラス土壌のため保水力が弱く、大雨等による大規模な災害発生が懸念される地域である。また、所有規模が零細な上、林地台帳が未整備で、適切な施業や路網の整備が進まず森林の荒廃が拡大している。

当事業（30ha、所有者45名）では災害に強い森林整備を実現するため、路網整備・施業方法の検討（初年度）と検証（次年度）を実施する。当地域は、農・畜産・水産業が盛んで、森林業務に従事する職員が不足し、地元との連携が希薄化していることから、産官学と地域連携（県森連・大隅森林組合・垂水市・鹿児島大学・航測会社）により、航空機とドローンによる計測や人工知能解析を用いて森林情報を整備する高機能なシステムの導入を図り、対象地に最適な森林再生計画を策定する。これら事業の成果を、クラウドで共有し、シラス地域が過半を占める県下広域の荒廃森林再生の基礎となる地域のモデルとして整備する。
（申請の背景等）
事業対象地は、このまま放置すると、大雨等によりシラス土壌中の水分が増し崩れやすく、樹木が大径化するとその危険度はさらに高まる。このため、適切な排水処理機能を持つ路網整備により大径木を伐採・搬出する等適切な施業が必要となっている。また、当地域は県内でも有数の農・畜産・水産業が盛んな地域であること等から、森林関係従事者の確保が困難な状況がある。このため、ICT技術を活用して森林再生に取り組む関係者が常に技術・情報を共有できるシステム・事業推進体制の構築が不可欠となっている。
当事業（ソフト事業）では、ICT技術を活用して、将来の森林のあるべき姿（目標林型）を検討し、各林分の状況に応じた施業方法と、適切な排水処理機能を有する路網計画を検討し、森林再生計画を策定する。ICT技術を活用した森林資源解析等本事業の成果は、「林業成長産業化地域創出モデル事業」（大隅地域を対象とした林野庁補助事業）により実施されるICT技術等各種事業成果と補完・充実を図る。さらに、これらの成果は、「鹿児島県森林経営管理市町村サポートセンター」（森林経営管理制度の実施に向け県内市町村を指導すること等を目的として当会内に設置）とも連携しながら情報共有化を図り、県内各流域で森林再生に取り組む基礎的モデルとして活用・普及していく。




2020年度(第７回)助成決定案件の概要

	助成対象先
	事業の概要と評価のポイント

	しもきたちほう
下北地方森林組合
（青森県）
事業実施面積　　34ha

	事業名：ツキノワグマ（オヤジ）との共生、里山の復権・新たな価値創出を目指して

	
	下北地域は、かつて青森ヒバの産地として地域経済の一翼を担っており、住民の林業への思いも強く、拡大造林期にはスギの植林が積極的に行われた。かかる中、管内で頻発するツキノワグマによるスギ樹皮剥ぎ被害は、その立木価値と所有意識を低下させる一因となっている。不健全な木々と共に、その森林が放置されれば、風倒木等甚大な被害が発生しうる状況にあり、早急な対策が求められている。
本事業は、放置された森林全体を、間伐によりスギを育成していく森林、郷土樹種であるヒバや広葉樹に転換する森林など、ツキノワグマとの共生が可能な森林に再生させることにより、森と人のかかわりがより身近に感じられる里山としての復権、新たな価値を創出し、森林所有者の経営意欲を蘇らせ、得られた成果を次世代に引き継ぐもの。
（申請の背景等）
当組合管内の民有林は海岸線を縁取るように位置し、居住区と一体化した里山であると同時に、漁場を保全する重要な役割も担っている。荒廃した森林をこのまま放置すれば、漁業を含めた一次産業、地域住民の生活に重大な影響を及ぼしかねないとして、今回の申請に至ったもの。


	はなまきし
花巻市森林組合
（岩手県）
事業実施面積　　　　47ha

	事業名：「スギ・アカマツ・広葉樹」一体の森づくり
－健全で多様性に富む森林へ、早池峰ダム周辺森林再生の取組み－

	
	花巻市は、東の北上山系と西の奥羽山脈に挟まれた県中央部に位置し、主に（旧）公団分収造林により森林整備された地区もあるが、個人有林主体の森林では、材価の低迷等により整備が遅れ、トビ腐れ（スギ）、松くい虫（アカマツ）、ナラ枯れ（広葉樹）などの被害が顕在化し、更なる森林荒廃が危惧されている。
本事業は、北上高地に位置し標高500～600ｍ、（旧）大迫町折壁地区の個人有林を対象に、スギについては搬出間伐、アカマツ・広葉樹については更新伐により天然更新を促すなど、付近に迫る病虫害の予防を図るとともに、森林を一体的かつ長期的視野によって扱うことにより、効率的な路網・森林整備、木材の有効利用・有利販売を可能とする新たな森林再生の取組みによる健全で多様性に富む森林への再生を目指す。
（申請の背景等）
当森林組合は、平成21年の合併以来、採算性の高い人工林を主体に樹種毎の施業を実施しており、手遅れ林分のスギ林に対しては県民税による切捨間伐主体の施業を行い、アカマツ林に対しては松くい虫防除事業対象の位置づけに留まり、特段に森林整備を目的とした施業は行ってこなかった。そこで本事業では、スギ林およびアカマツ林（広葉樹を含む）の一体的かつ適切な施業を軸に、森林の公益敵機能発揮を図るため、今回の申請に至ったもの。



	みやぎちゅうおう
宮城中央森林組合
　（宮城県）
事業実施面積　　　　14ha

	事業名：泉ヶ岳山麓から始める『杜の都仙台』の地域林業再生事業
～先代が残した地域集落林を後世に継承するために～

	
	仙台市泉区根白石地域は、江戸時代に伊達政宗公の命により、木材生産を目的とした植林が盛んに行われ、旧集落林ごとに林業経営が盛んな地域であった。旧集落林は一般社団法人や地域共有林等の所有形態として、現在でも仙台市泉区内の私有林の内42％を占めているものの、地域共有林については構成員の高齢化による経営意欲の低下や材価の低迷等により、適切な管理がされない状況が継続している。
本事業では、地域の有力林業経営体（一般社団法人）と連携し、作業路網の整備による効率的な搬出間伐を行い、森林の公益的機能発揮を図るとともに、持続的な林業経営が可能なモデル林を造成し、かつて地域産業の要であった林業の再生を目指す。
（申請の背景等）
　仙台市泉区根白石地域は、江戸時代に伊達政宗公の命により、大規模な植林が行われ、当地域においても旧集落林ごとに、都市部への木炭供給を目的とした林業経営がされた経緯があり「杜の都仙台」の一翼を担う木材生産機能を発揮してきたが、大宗の旧集落林（地域共有林）については、所有者の高齢化や材価の低迷により、手つかずの森林が増加している。この状況を打開するためには、当組合が中心となって、地域一体となって森林再生に取り組むことが急務と考え、今回の申請に至ったもの。

	ほんじょうゆり
本荘由利森林組合
　（秋田県）
事業実施面積　　　　28ha
	事業名：親から子へ孫へ
放置林の解消と、生長が見れる山に

	
	当組合は日本海沿岸南部の霊峰鳥海山の麓に位置し、管内の民有林面積81千haの約半分を占めるスギ人工林が年々成熟するなか、地域森林資源の有効利用と保続のため、生産・流通・加工・販売にわたり幅広く中核的な役割を果たしてきた。しかし、海岸に近い都市部を中心に、小規模・分散型の木材生産には不利な地域での森林の荒廃が進み、その機能発揮が喫緊の課題となっている。
　本事業は、森林の所有規模が小さく分散し、多くの所有者の世代交代等により関心が薄れる旧本荘地区で、景観・安全に配慮した施業の実施と搬出材の有効利用を組み合わせ、放置林の再生を図るとともに、生長を目で見て感じ取れ、離れてしまった山への関心を取り戻し、次世代に引き継げるようにすることを目的とする。
（申請の背景等）
当組合は平成7年に8組合が広域合併して誕生した組合であるが、着々と成熟する資源の有効利用と保続のため、製材工場、木材流通センターを運営する等地域の中核的担い手として地域と一体となった活動を展開してきたが、これら活動には各施設の経営の安定が不可欠となり、合併後は、比較的所有規模が大きく人工林がまとまった山間部の地域を中心に活動を行ってきた。
今回、当組合は、管内の小規模森林所有者を含めすべての森林所有者の森林整備に取り組むための重要な転機としたく、申請に至ったもの。


	ひがししらかわむら
東白川村森林組合
　（岐阜県）
事業実施面積　　　37ha

	事業名：人工林率９５％！清流白川沿い森林再生プロジェクト

	
	当村を南北に分ける白川沿いの急傾斜地に人工林が広く分布しているが、現況は①清流白川の保護の観点から高密路網開設が困難②対面に県道が走っている事から架線集材が困難な事等から間伐手遅れ林となり、土砂崩壊等河川への悪影響が危惧されている。
本事業では、地盤の安定した尾根筋にトラック道の開設と木材搬出路を作設し架線集材を行うことにより、河川保護と多様な需要に応じた間伐材の有効活用を図る新たな作業システムを構築するとともに、本来持つべき森林の公益的機能が発揮できる河川沿いまで広く植栽が行われた森林の再生を目指す。
（申請の背景等）

当組合は、高密路網での木材搬出や林道から対面に架線集材を張る木材搬出方法を、この再生基金を受けて行う事ができるようになったが、事業対象地は急傾斜地で河川際まで植栽されており、人工林率が高く『清流白川』は村の観光のスポットである事から公益性も高く、今の木材生産を目的とした施業方法・森林管理に合わず放置林となり、土砂崩壊等河川への悪影響が危惧されている。そこで、今回、岐阜県森林研究所と岐阜県森林文化アカデミーの協力を得て、尾根筋の緩やかな場所にトラック道と木材搬出路を開設し、架線集材での搬出を行う新たな作業システムにより、これまでできなかった河川沿いの森林整備を行うため、今回の申請に至ったもの。

	にたぐん
仁多郡森林組合
　（島根県）
事業実施面積　　　12ha

	事業名：デジタル技術の活用による日本農業遺産を支える森林再生事業

	
	当組合は戦後の拡大造林施策以降、人工林率58％の森林を造成してきたが、材価の低迷等から森林所有者の森林経営意欲が減退していることと併せ、山林の地籍調査の進捗が約３割と低く、森林所有者の高齢化や不在村化により現地確認が困難であることが森林所有者の境界明確化の妨げとなっており、森林の団地化や施業の集約化が進まず間伐が遅れる大きな要因となっている。
令和２年に奥出雲町が航空レーザー計測を行うことから、この計測結果等を活用し現地確認を行うことなく、ＧＩＳ上で森林の境界明確化を行い、ドローン画像などを活用した正確な森林情報を基に施業の集約化を図り、これら成果をデータベースとして管理し次世代へ引き継ぐ。
（申請の背景等）

事業地を含む奥出雲町は、たたら製鉄を由来とした資源循環型農業が営まれており、このことが評価され平成31年に日本農業遺産に認定されている。その中心的な存在である稲作に必要な水を供給してきた森林は、戦前は大半を薪炭林として利用、戦後は約6割の人工林を造成し、現在は萌芽更新された天然生林と人工林が入り交じり配置された森林が形成されている。
これらの森林の現状は、人工林は林業採算性の悪化から間伐が実施されない放置森林が増加し、天然生林も放置されカシノナガキクイムシ被害を受けるなど森林の荒廃が進み、日本農業遺産を代表する仁多米の生産に必要なきれいな水を安定的に供給することに危機感を感じざるを得ない状況である。これら森林の整備は当組合の急務と考え、今回の申請に至ったもの。


	カルスト森林組合
　（山口県）
事業実施面積　　35ha


	事業名：「針・広葉樹林の一体型整備」による森林再生モデル事業

	
	当組合は、森林再生基金を二度にわたり活用して秋吉台国定公園東部の第1・２種特別地域で事業を行い、林業経営と自然環境保全の両立を実践した。一方、同公園西部（第２・３種地域）は、針・広葉樹比率も東部と同等であり、生活圏として森林資源を活用していたが、過疎高齢化の影響を受け、薪炭林及びスギ・ヒノキ人工林は荒廃し、林業経営は困難となっている。
そこで本事業では、チップボイラによる温熱供給等構想を打ち出している行政との連携の下、地域資源の循環利用を目指した面的な整備を行い、低質材や大径化した材をバイオマス燃料や椎茸生産等、地域内で活用可能な森林への誘導により、森林の多面的機能の向上と林業経営の両立を図る。
（申請の背景等）

秋吉台周辺山林は未だ1,600haの未整備森林が存在しており、これが地域全体に広がり荒廃が進めば、国定公園の自然環境や景観へも重大な悪影響を与えかねない。林業と地域経済向上の為には、地域として日常的に林業生産活動に取り組めるよう、①効率的な森林作業道の整備、②伐採木の利用拡大、③面的な森林の整備・施業の集約化、などが課題である。
このような中、国の補助事業を活用し、チップボイラによる温熱供給等構想を打ち出している行政との連携の下、地域住民の手による生活圏の森林管理を実現するための環境整備を目的として、今回の申請に至ったもの。



	みみかわこういき
耳川広域森林組合
宮崎県森林組合連合会
　（宮崎県）
事業実施面積　　　 32ha

	事業名：ドローンレーザー計測と衛星解析を基盤情報とした急傾斜地放置人工林整備の持続的実施体制づくり:主伐･再造林の「次」を見据えて

	
	主伐・再造林が盛んな耳川流域では、①急傾斜地に取り残された間伐後れ人工林の再生と、②除間伐期に入った再造林地の整備とが重要な課題となっている。①については採算性だけでなく伐採にともなう公益的機能の低下を最小限に抑えることが求められるため、精緻な森林・地形情報が欠かせない。また、①を主伐・再造林の後回しにしないためには、②を含めた広域的な林業作業のスケジュールを最適化し、①に確実に労働力を振り向けられるようにすることが重要になる。
本事業では、これらの課題の解決に必要な情報をドローンレーザーや衛星によって取得し、本流域における急傾斜地放置人工林の再生のモデルケースを構築する。
（申請の背景等）

　宮崎県は、長年にわたり、スギの生産量日本一で、主伐・再造林が積極的に行われている。しかし、主要道路から距離のある奥地、特に急傾斜地等では、十分な間伐等保育が行われず、荒廃林の増加が顕在化しつつある。このため、当組合は、県森連と協力し、条件不利立地（急峻な地形等）におけるスギ長伐期へ誘導する森林での施業を主体に行い、広葉樹を含めた将来の森林の姿（目標林型）とそれらをゾーニングして所有者等地域・関係者に示し、このような森づくりのモデルケースとして、県内で同様の課題に直面している各森林組合に普及していくことが重要と考え、今回の申請に至ったもの。


	鹿児島県森林組合連合会
　（鹿児島県）
事業実施面積　　　 30ha

	事業名：シラス地域におけるICT技術を利活用した荒廃森林再生事業

「維新の翼さつまプロジェクト」

	
	鹿児島県垂水市はシラス土壌のため保水力が弱く、大雨等による大規模な災害発生が懸念される地域である。また、所有規模が零細な上、林地台帳が未整備で、適切な施業や路網の整備が進まず森林の荒廃が拡大している。
当事業（30ha、所有者45名）では災害に強い森林整備を実現するため、路網整備・施業方法の検討（初年度）と検証（次年度）を実施する。当地域は、農・畜産・水産業が盛んで、森林業務に従事する職員が不足し、地元との連携が希薄化していることから、産官学と地域連携（県森連・大隅森林組合・垂水市・鹿児島大学・航測会社）により、航空機とドローンによる計測や人工知能解析を用いて森林情報を整備する高機能なシステムの導入を図り、対象地に最適な森林再生計画を策定する。これら事業の成果を、クラウドで共有し、シラス地域が過半を占める県下広域の荒廃森林再生の基礎となる地域のモデルとして整備する（本年度は、当事業の次年度に当たり、路網整備等ハード事業を中心に行うとともに、事業全体の成果について検証・分析を行う）。
（申請の背景等）
事業対象地は、このまま放置すると、大雨等によりシラス土壌中の水分が増し崩れやすく、樹木が大径化するとその危険度はさらに高まる。このため、適切な排水処理機能を持つ路網整備により大径木を伐採・搬出する等適切な施業が必要となっている。また、当地域は県内でも有数の農・畜産・水産業が盛んな地域であること等から、森林関係従事者の確保が困難な状況がある。このため、ICT技術を活用して森林再生に取り組む関係者が常に技術・情報を共有できるシステム・事業推進体制の構築が不可欠となっている。
当事業では、ICT技術を活用して、将来の森林のあるべき姿（目標林型）を検討し、各林分の状況に応じた施業方法と、適切な排水処理機能を有する路網計画を検討し、森林再生計画を策定する。ICT技術を活用した森林資源解析等本事業の成果は、「林業成長産業化地域創出モデル事業」（大隅地域を対象とした林野庁補助事業）により実施されるICT技術等各種事業成果と補完・充実を図る。さらに、これらの成果は、「鹿児島県森林経営管理市町村サポートセンター」（森林経営管理制度の実施に向け県内市町村を指導すること等を目的として当会内に設置）とも連携しながら情報共有化を図り、県内各流域で森林再生に取り組む基礎的モデルとして活用・普及していく。



2021年度(第８回)助成決定案件の概要
	　助成対象先
	事業の概要と評価のポイント

	さんぱちちほう
三八地方森林組合
（青森県）
事業実施面積　　31ha

	事業名：「南部アカマツ・青森スギ・広葉樹」共有林の再生事業
～「山・川・里」の繋がりの再生を目指して～

	
	南部町は、かつては薪生産が盛んで、アカマツ・スギ・広葉樹が積極的に造林され、集落単位で入会林野として管理されてきた。しかしながら、経済社会の発展や農業の近代化に伴い、人々の山への関心は薄れ、多くの共有林で手入れが遅れ、林地の荒廃、水源林機能の喪失に伴う地域農業への影響も懸念されている。
本事業は、手入れの遅れた共有林で、路網整備によりアカマツ・広葉樹については基本的には搬出間伐、一部生育不良のアカマツは更新伐によりカラマツに樹種転換、沢に近い過密なスギ若齢林は切捨間伐し、森林の公益的機能の再生、「山・川・里」の繋がりの再生を目指す。
（申請の背景等）
南部町は、町中央に一級河川の馬淵川が流れ、川沿岸では古くから水稲や野菜の栽培が行われ、地域森林(山)は、良質な水(川)を生み出す水源林として地域農業、地域の生活基盤(里)を支えてきたが、森林所有者の経営意欲の低下により、林地の荒廃、水源涵養機能の喪失が危惧されるため、今回の申請に至ったもの。


	かまいしちほう
釜石地方森林組合
（岩手県）
事業実施面積　　　　40ha

	事業名：半島部急傾斜地における基幹路網整備と架線式集積のモデル事業
～三陸復興国立公園内の森林再生～

	
	三陸沿岸地域は、水産資源の涵養やリアス式海岸の景観維持の役割を担う、豊かな三陸復興国立公園を多数有しているが、岩盤地層からなる急峻な地形のため、路網の開設費用が嵩むとともに、その整備に高度な専門知識を要する等の要因から、所有者の施業意欲の低下・山林の放置が進んでいる。
本事業は、魚付保安林にも指定される御箱崎半島の大沢地区において、効率的な基幹路網整備と架線式集積による搬出間伐を実施し、半島部に適した施業システムを確立し、沿岸部人工林の整備を加速化することにより、地域森林の多面的機能の発揮と資源の有効活用を図る。
（申請の背景等）
当組合管内は、地域全体の約6割を半島部の森林が占め、それらは世界有数の漁場である三陸海岸の水産資源涵養等の重要な役割を担っているが、その一方、急峻な地形と岩盤地層は車両系システムによる施業を困難にし、加えて行政手続きのハードルが高いことなどから、所有者の施業意欲の一層の減退を招いている。このままでは、景観・水源涵養機能の維持に支障が生じる恐れがあるほか、集中豪雨時の表土露出・土砂流出の危険性も高まっている。このため、環境・災害リスクに配慮した施業システムを導入・確立し、森林の多面的機能の維持・発揮を図るため、今回の申請に至ったもの。



	よこてし
横手市森林組合
　（秋田県）
事業実施面積　　　　29ha

	事業名：過疎化進む雪国の里山再生事業
～高精度情報と路網整備効率化を通じた、放置林解消モデルの確立に向けて～

	
	今回申請の横手市山内大松川地域では、高性能林業機械を使った車両系作業システムが整備される以前において、林齢の問題から切捨間伐の補助要件を満たさず、なおかつ住居に近接し、道路沿いには川が流れるため、当時主流の架線を使った搬出間伐は難しく、伐採が見送られ長年放置が進んでいる。高齢化率と人口減少率がともに全国トップの当県では、林業労働力の十分な確保も厳しく、森林調査も進まず、現在では対象地の境界を知る人も少ない。
本事業では、対象地の所有者を調査し、境界を明確化するとともに、ＩＣＴを駆使した施業を通じ、放置林の継続的解消に向けた、施業実施体制の効率化と省力化を目指す。
（申請の背景等）
　当組合管内は、県内有数の豪雪地帯としても知られており、森林には恒常的に根曲がりが発生し、素材生産に占める低質材の割合が高い。本事業地においては、木々は伐期を迎えつつも放置林として荒廃が進み、災害発生リスクの増加といった近接居住地に与える影響も懸念されている。
このため、ドローンレーザー計測や路網設計支援ソフトを活用することで、踏査や路網開設の時間を短縮し、工期に限りある豪雪地帯の課題解決を図るなど、放置林解消モデルを確立し、対象森林の公益的機能回復を目指すため、今回の申請に至ったもの。


	かねやままち
金山町森林組合
　（山形県）
事業実施面積　　　　33ha
	事業名：森・人・地域の未来のために。ＩＣＴ技術が繋げる金山の循環型林業

	
	当組合菅内の集落においては過疎化が進行しており、生活基盤であった農林業が立ち行かなくなることは時間の問題となり、残る集落の後継者は、生活環境を維持するため農林業ともに所有と経営を分離し、法人等へ経営管理を委託する選択を始めている。しかしながら、担い手不足が進む林業事業体においては、事業体経営として全ての荒廃森林を生産林として受託するのは困難な状況となっている。
　本事業は、過去の森力基金事業により整備した航空レーザー計測を活用し、森林情報の高度な解析よる林分の機能区分や経済性評価等を行い、ＩＣＴ技術の活用による効率的な施業と、地形によりロングリーチフェラーバンチャとハーベスタ、あるいは小型機械や軽架線を混在させるなど、高度に機械化を進めた作業システムを組み合わせ、省人省力化した低コスト林業による持続可能な林業経営モデルを構築し、地域の荒廃森林の解消を目指す。
（申請の背景等）
金山町蒲沢地区は、過疎化が進行していく中で、将来の集落運営を見据え、営農を農業法人へ委託することを念頭に農地の基盤整備に取り組むとともに、荒廃が進む森林についても、長期の経営管理を森林組合へ任せ、森林整備を実施し、集落運営とともに持続可能な森林経営を行っていくことを熱望している。このため、将来の担い手も考慮しつつ、経済性に合わせた高効率施業による持続可能な森林経営モデルを構築するため、今回の申請に至ったもの。



	ちばけん
千葉県森林組合
　（千葉県）
事業実施面積　　　6ha

	事業名：森のルネサンスはじまる　～マテバシイの森を未来へ紡ぐ～

	
	当森林組合は、千葉市を除く千葉県全域を管轄している。千葉県のマテバシイは、海苔養殖用の木ヒビ(海苔を付着・成長させる材料)や薪炭材として活用するために植栽されたものと言われており、県中南部の富津市、南房総市、館山市、鴨川市を中心に比較的まとまって分布している。
現在、マテバシイ材は活用する場を失い、森林が管理されなくなったことで大径木化が進み、暗い林内には林床植生がほとんど見られず、急傾斜地では根返りの危険性も高まっている。近年はナラ枯れの被害拡大に伴い、枯損木が点在して発生しており、今後、根系の不朽が進むことでさらに転倒しやすくなることも想定される。
本事業では、当組合が作成している森林経営計画にマテバシイ林を取り込み、一体的に整備することとし、マテバシイ林の萌芽更新等により森林の更新を図ることで、森林の多面的機能を回復し、将来にわたり森林の多面性機能が持続的に発揮できる森林を目指す。
（申請の背景等）

千葉県の森林は、房総丘陵に約70％が集中しており、温暖多雨な気候で、谷密度が非常に高く雑な地形となっていることから、地域ごとに多様な森林環境を呈している。
千葉県の中部から南部にかけて約1,300ha程度あるマテバシイ林は、明治時代以降に人の手によって植栽された常緑広葉樹の人工林である。当時は海苔養殖用材や薪炭材として活用されていたが、その後ヒビは竹・網に代わり、薪炭材は石炭・石油に代わることで、その活用の場を失い、森林は管理されなくなっていった。この結果、林内では表土の流出が進むとともに、下層植生も単純かつ乏しくなり、公益的機能全般が低下している。
2017年９月に千葉県で最初のナラ枯れ被害が、鴨川市のマテバシイ林で初めて確認されて以来、現在は県全域に被害が拡大している。ナラ枯れは老齢の大径木ほど被害を受けやすい傾向があり、広葉樹も伐採・利用し、若い樹齢の森林として維持していくことは、ナラ枯れを防ぐという意味でも重要であり、マテバシイ林の再生を行わなければ、さらなる土砂流出等を招く危険性がある。加えて、住宅や道路、鉄道隣接地にも多く生育しているマテバシイは、下流域の河川・漁場だけでなく、生活環境にも大きな影響を与えることが危惧されている。
　今回事業を実施する南房総市周辺には、マテバシイ林を抱える自治体が複数存在している。2019年の房総半島台風等により管理されていない森林の課題が顕在化し始めたことで、同様の問題を抱える自治体においても課題解決に向けた機運が高まっており、今後の施策や森林管理方法などの事例が求められている。本事業は、県内のマテバシイ林の更新整備を行うモデル林とし、これをきっかけとして、地域一体となった取組みに繋げていくため、今回の申請に至ったもの。


	きたつる
北都留森林組合
　（山梨県）
事業実施面積　　　15ha

	事業名：森林作業道活用による多摩川源流の森再生プロジェクト
～新森林業への挑戦～

	
	本事業の施業地である小菅村は、森林率95％で、東京都に流れる多摩川源流に位置し、東京都民の水がめとして森林の公益的機能の発揮を期待されているが、人工林では手入れの遅れ、広葉樹林ではカシノナガキクイムシ被害による荒廃森林の増加が懸念されている。
一方、山村の大切なインフラでもある森林作業道は、持続可能な森林経営にとっては欠かせない。森林作業道等の路網は、低コスト木材搬出、林業従事者の労働環境改善、生産性向上にも寄与する。また、森林作業道は、林業以外の狩猟、森林サービス産業、観光、災害時の人命救助等々多目的利用が可能である。
　本事業では、しっかりした理論と技術を学びながら壊れない森林作業道を高密かつ計画的に上手に作設し、荒廃した森林の整備で発生する間伐材を可能な限り搬出し、その丸太をなるべく近くで利用できるよう村内の多業種異業種と連携し、木材の付加価値の最大化により、持続可能な森林経営による山村地域の活性化へ挑戦する。
（申請の背景等）

我が国の森林は、前世代から受け継いだかけがえのない大切な遺産である。これを大事に使い森林の多面的な機能を発展させ次の世代に渡すこと、林業の活性化による組合員及び山村地域の進歩発展に貢献していくことが森林組合の使命と考えている。
本事業の肝となる森林作業道は、荒廃した森林の整備で発生する間伐材を搬出するためにはなくてはならない重要な武器であると同時に、山村に不可欠な社会基盤である。林業利用のほかに、樹木への獣害被害の防止・削減や森林生態系を守るために大切な狩猟、観光、森林サービス産業、災害・防災時の緊急利用道等様々な利活用が可能である。
　本事業では、真っ暗な荒廃森林の間伐で発生した間伐材を、安定した地盤である尾根筋に高密に開設した森林作業道で搬出し、その搬出材を道の駅や温泉施設、ＮＰＯ、木工会社、製材工場等々村内の様々な施設・団体等と連携しながら付加価値の最大化を狙い、また森林作業道の多目的利用の可能性を検証し、持続可能な森林経営による山村地域の活性化へ挑戦する。
併せて、将来を担う若手職員の育成を図るとともに、今後、小菅村のような小規模で地形条件に制約のある地域での森林山村総合産業創生(生業としての林業の実現)には、同様の課題を抱える県内の森林組合や近隣都県森林組合等県境を越えた流域地域全体での連携が大切であることを訴え、様々な関係者と協働しながらその実現を図るため、今回の申請に至ったもの。


	いっぱんしゃだんほうじんよしのかわかみしゃちゅう
一般社団法人
吉野かわかみ社中
（奈良県）
事業実施面積　　　 11ha

	事業名：吉野林業中核地域の再生プロジェクト
～「ＮＥＸＴ５００」次世代型吉野林業の構築～

	
	吉野林業は、「密植・多間伐・長伐期」を技術的特徴とする世界一の人工林林業である。江戸時代に確立した吉野林業構造(山守制・村外大山林所有制・材木商人組合制)は、戦後高度経済成長期にピークに達したが、以降木材価格の大幅な下落に伴って苦境に陥り、山守を中心とした吉野林業も瓦解の危機にある。　　
本事業では、当該地域を対象として、新たな施業集約化方式の開発と壊れない道づくりを中心とする新たな間伐作業システムによる吉野式人工林の育成と高級材の生産を推進する。併せて本事業を通じて、吉野林業の新たな担い手を育成するとともに、間伐材を村内製材施設等で加工・販売を行う村産材の一貫供給体制構築を図る。
（申請の背景等）
吉野林業中核地域は、①林地の零細分散錯圃の度合いが特に著しい、②林地の価値があまりに高かったため林道密度が極めて低い、③地形が急峻、等の特徴がある。そのため、近年はヘリコプター集材に頼ってきたが、それも後退・縮小しつつある。吉野林業のこのような各種の特徴が、現在ではかえって足かせになりつつあり、密植(8～10千本/ha)された人工林、特に10～15齢級は手が付けられない状態となっている。
上記の状況の課題解決を図るため、本事業では、ヘリコプターに代わって壊れない作業道(2.5m幅)づくりに着目し、新たな林業組織である吉野かわかみ社中が中心となって関係所有者の合意形成を得て、森林整備を実施することとしている。さらに、今回の予定路線を将来的に隣接地区境まで伸ばすことにより、既設作業道と連結し、林業用だけでなく、災害時の緊急連絡道(国道169号のバイパス道)としての機能ももたせようとしている。
なお、本事業を実施する川上村には、約17千haの民有人工林があり、そのうち、森林経営計画未策定かつ10年以上未整備の施業遅れ人工林は約６千ha(約５千箇所)と見込まれている。うち、作業道が開設可能な区域に所在する林分を対象に、今回対象とする井戸地区の費用対効果を活かし、以降年間１～３箇所を対象として同様の事業を推進していく予定である。
しかしながら、本事業によりコスト削減を図ったとしても、当面の森林整備には費用がかかるため、その財源として森林環境譲与税等の活用を想定し、吉野かわかみ社中事業や村事業による間伐、路網開設、運材、地域おこし協力隊員の継続採用による新規就業者育成等を進めることとしている。併せて、類似の課題を抱える全国の地域や経営者等へ、この取組みを広報・普及していくため、今回の申請に至ったもの。



2022年度(第９回)助成決定案件の概要
	　助成対象先
	事業の概要と評価のポイント

	あつみまち
温海町森林組合
　（山形県）
事業実施面積　　　40ha

	事業名：急傾斜地に適したスマート林業と新たな生産システムで施業区域の拡大を目指す～ICT先端技術の活用と効率的な架線集材システム構築のモデル事業～

	
	当組合管内の鶴岡市温海地域は、河川が多く急峻な地形で形成されており、幹線となる路網も少なく、車両系の生産システムだけで全域の森林を整備することは困難な状況となっている。このような車両系での整備が困難な森林では荒廃が進んでおり、その対策には急峻な地形にも適応できる安全で効率的な架線集材による生産体制の構築とそれに必要な路網整備が不可欠である。

本事業は、ICT先端技術を用い森林情報の見える化で森林所有者の整備意欲を醸成するとともに、架線集材による生産システムの構築により森林整備を促進し、森林の多面的機能を持続的に発揮させることを目的とする。

（申請の背景等）

当組合は、車両系高性能林業機械の活用と森林作業道の作設を組み合わせた搬出間伐に、主伐・再造林も組み入れ、提案型集約化施業により森林再生に取り組んでいるが、路網のない急傾斜地の人工林は、未整備のままで下層植生が乏しくなるなど森林の多面的機能の低下が進んでいる。このため、当県域ではまだ一般的ではない架線集材システムを取り入れ、施業区域を拡大し、施業提案の幅を広げ、木材生産量の増産と併せて、森林の多面的機能の広域的・持続的な発揮を目指すため、今回の申請に至ったもの。


	とやまけんせいぶ
富山県西部森林組合
　（富山県）
事業実施面積　　　59ha

	事業名：大規模集約化団地による林業再生プロジェクト

～ICT活用による管理のモデル化を目指して～

	
	氷見市旧宇波村地域は、森林の所有形態が小規模零細で、高齢化・不在村化の進行により施業放棄された高齢級林が拡大、地域山林は荒廃の一途を辿り、そのような森林では、公益的機能の低下が懸念されている。

本事業では、団地の大規模集約化によるコスト削減、ICTを活用した目標林型のゾーニング並びに山土場造成及び木材出荷管理システムの構築により、林業採算性の改善を図り、森林所有者の経営意欲の喚起を促し、地域森林の持続的な管理体制の構築を目指す。併せて労働安全対策強化や衛生環境の改善等を図り、男女共に活躍できる職場づくりを実践する。

（申請の背景等）

本事業地は狭路等の制約により山林へのアクセスが悪く、木材の搬出・運搬経費が嵩む中、森林所有者は、放置森林が増えることで自然災害の危険性が高まることを危惧している。このため、適切なゾーニングによる最適な森林施業の実施や綿密な工程管理・出荷管理等を行い、課題となっている木材生産地として十分な収益の確保を図る新たな集約化団地モデルを構築し、地域の荒廃森林の再生に寄与するため、今回の申請に至ったもの。


	ふくい
福井森林組合
　（福井県）
事業実施面積　　　25ha

	事業名：森林作業道の長寿命化技術の確立による荒廃森林の再生

	
	永平寺町荒谷区は、谷が多い地域で既設道の損傷も多くみられる。このため、森林所有者は山林に行かなくなり、その関心も薄れ、間伐等の必要な施業が不十分なまま放置され、森林の多面的機能の発揮が損なわれ、荒廃が進んでいる。

本事業は、地盤補強対策の新技術導入により、既設道の維持管理費用の軽減も含めた森林作業道の長期的な安定化を図り、間伐等の森林整備を効率的に行える体制を作ることで、管内に多々見られる軟弱地盤地における手つかずの荒廃林の再生に繋げることを目的とする。

（申請の背景等）

　当組合が管理する森林は、既設林道までの距離が遠い現場も多く、限られた人員で素材生産の向上を図るには、適切な路網整備や航空レーザー測量成果、点群データの活用といったICT技術の導入等による効率化が不可欠で、作設した作業道についても、路網延長が長くなるにつれ、軟弱土壌の現場などでは、施業の度に路床の補修を繰り返すことが負担となっており、路床の強度・耐久性の確保が必須の課題となっている。

このため、路床強化のためのD・BOX工法の導入と併せて、各種ソフト事業の実施によるさらなる効率化を図るとともに、間伐材の有効活用を一層進めることで、持続的な森林管理・森林施業の実現を目指すため、今回の申請に至ったもの。


	きた
北アルプス森林組合
長野県森林組合連合会
　（長野県）
事業実施面積　　　　12ha

	事業名：甦れ！北アルプス地域の里山～立木の三次元データ化と需給マッチングによる広葉樹林の活用と再生～

	
	当組合菅内は長野県内でも特に広葉樹が豊富な地域である。当地域の広葉樹林はその多くが以前は薪炭林として使われていた二次林であるが、これまでは主な販路がパルプ材であったことから経済的に林業経営が成り立たず、長年放置され、更新が困難な林齢を迎えつつある。
本事業では、広葉樹資源の価値の向上と販路の開拓に重要となる森林資源情報の効果的かつ効率的な把握方法を検討するとともに、低コストで高効率に広葉樹林を維持・更新していく方法を検証することで、当地域の特性に合った新たな広葉樹林業の確立を目指す。

（申請の背景等）

本事業の計画地の大町市社地区は、北アルプスを望む大峰高原の西側斜面で、中心部の標高は950ｍ、旧薪炭林が放置され荒廃が進む60年生を超える広葉樹林が計画区域の多くを占めている。

このような広葉樹林は、これまでは採算性確保の難しさ等から有効活用されてこなかったが、立木の三次元データ化を用いた効果的な需給マッチングなどの新たなテクノロジーの導入により資源価値の最大化が図られれば、広葉樹林整備事業の実施可能性の拡大が期待できる。さらに広葉樹林の整備が進めば、周囲の針葉樹人工林と併せて面的な整備が可能となり、同様な地域の森林整備の加速化と森林資源の循環利用が見込まれるため、今回の申請に至ったもの。


	ちゅうせい
中勢森林組合
　（三重県）
事業実施面積　　　116ha

	事業名：“スマート林業の実践による未整備森林整備の収益化”モデル事業

	
	津市白山町福田山地域は、古くは自伐林家が多く小規模林業が盛んな地域で搬出材は積極的に地域の市場に出材されていたが、原木価格の低下や林業経営方法の変化等から従来の施業方法では整備できず、荒廃森林が急激に増加している。その結果、森林の多面的機能の低下により地域環境の悪化が懸念されている。
本事業では、荒廃する人工林を蘇らせ、地域の林業を再生させるため、
航空レーザー計測を活用した各作業システムのブラッシュアップと川上～川下関係者による流通機能の連携を図り、価格交渉力を強化し収益性の確
保された人工林への再生を目指す。
（申請の背景等）
間伐等の整備が行われていない森林やその地形等によっては、航空レー
ザー計測データの精度において、毎木調査との誤差のバラツキが大きく実
運用が難しい状況となっている。当事業ではその補正方法の検証等を通じて、実用化につなげる手法を検討し、実運用できるマニュアルを作成する。併せて、三重県内で課題となっている中核土場機能の確保という流通体制
整備に対してもICT技術を活用して取り組み、地域に合ったサプライチェ
ーンマネージメント“三重モデル”の構築を目指すため、今回の申請に至
ったもの。


	やまぐちけんせいぶ
山口県西部森林組合
　（山口県）
事業実施面積　　 　9ha

	事業名：Deer friend: 県獣二ホンジカ（sika deer）との共存を志す森林整備の挑戦

	
	本県のシカは戦後絶滅の危機に瀕し当事業地周辺にのみ生息していたため、県が県獣に指定するなどして個体群の維持・回復に努めてきた。しかし、現在ではその個体数が急増し、苗木の食害や立木の樹皮剥ぎ等による林業被害が深刻で、森林所有者の林業経営意欲・再造林意欲は減退し、荒廃森林は増加の一途を辿っている。
本事業では、産業用ドローン(ズームや赤外線機能を有するカメラ搭載)を活用した「被害森林状況に応じた計画的整備」と「効果的かつ低コストでのシカ被害防止対策」に取り組むことにより、森林の多面的機能の回復と林業経営の両立を実現し、森林の再生を図る。
（申請の背景等）
シカ被害(材質劣化をもたらす樹皮剥ぎ・角こすりや苗木食害)は、森林所有者へ甚大な経済的・心理的なダメージを及ぼしており、多大な労力を要するその被害調査・施設点検においても、人力によらない新たな低コスト手法の確立が急務となっている。そこで本事業においては、シカの影響を低減するため、「空撮による被害木の状況把握」「獣道の可視化と獣道を遮断しない防護柵の計画設置」等により、シカが多数生息する地域での効果的な森林整備の手法の構築に取り組む。これらにより、森林の再生と地域林業の持続的な発展を図るため、今回の申請に至ったもの。


	愛媛県森林組合連合会
　（愛媛県）
事業実施面積　　　14ha

	事業名：地籍調査未実施森林におけるICT技術を活用した境界明確化と荒廃林の再生

	
	本事業の対象地は、愛媛県東予地方の西条市兎之山の民有林である。この地域は石鎚山麓の急峻な地形の元、過去には架線集材による施業がさかんで、県内を代表する林業地であったが、高度経済成長期以後人口流出が増加し、不在村所有者が多くなっている。併せて当地域は地籍調査実施率が低く、境界確定が困難なこと等による施業の遅れから荒廃林化を招いている箇所が多い。
本事業では、ICT技術を活用し、現地立会が困難な所有者にも現地の状況を見える化することで、関係者間で境界情報を共有し、調査に係る負担の軽減と合意形成の円滑化により早期の森林施業を促し、荒廃林の再生を目指す。
（申請の背景等）
　地籍調査未実施箇所では、過去の施業履歴や航空写真、森林所有者の記憶や林内に存在する境界の目印等を頼りに境界を割り出すが、境界確定の調査や所有者立会等に時間を要することで施業に至らず、荒廃林化を招いている森林が多い。このため、本事業では、様々なICT技術を活用してこれらの課題を解決し、施業可能な森林を拡大し、一体的に整備できる森林を増加させ、より効率的な森林施業につなげるため、今回の申請に至ったもの。


	ひらどし
平戸市森林組合
長崎県森林組合連合会
　（長崎県）
事業実施面積　　　　5ha

	事業名：平戸の森再生プロジェクト～未利用広葉樹資源の域内バイオマス利用による新しい平戸型循環林業の構築～

	
	平戸市で54%を占める森林のうち、７割は広葉樹である。かつてはその豊富な広葉樹林を活用し、年間2万トン規模のパルプ向けの広葉樹チップ生産を行っていたが、採算性の悪化から約30年前にパルプ材生産から撤退し、以降広葉樹林は手つかずとなっている。放置された広葉樹は大径化し、林床に光が入らず下層木も育たず、海への土砂の流出が発生したり、イノシシによる農作物被害の呼び水ともなっている。
　本事業は、経営放置されたマテバシイを主とした広葉樹林の整備による森林の適正管理と資源の有効活用を目的に、ICT技術を活用した森林の状況把握による循環利用可能な林分のゾーニングを実施し、広葉樹林の更新や樹種転換を行うことで、森林のもつ多面的機能の向上を図るとともに、将来的に木質バイオマス利用や地域特産品である菌床シイタケの主原料の市内調達を見据えた、年間100ha規模の広葉樹林の循環利用モデルの構築に資するため、現場条件に適した伐採搬出システムの最適化の検証・分析等に取り組み、持続的な森林管理の実現を図り、平戸の森の再生を目指す。
（申請の背景等）
平戸市は、広葉樹林整備とエネルギー利用のニーズ拡大を見据え「平戸市木質バイオマスエネルギー導入計画」を策定している。本事業は、同計画の実現を現実的なものにするとともに、所有者への利益還元や林業経営意欲の向上、ひいては地域林業の振興につなげるため、今回の申請に至ったもの。


2023年度(第10回)助成決定案件の概要
	　助成対象先
	事業の概要と評価のポイント

	とまこまいこういき
苫小牧広域森林組合
（北海道）
事業実施面積　　17ha

	事業名：ICTを活用した被災森林復興～スマート林業Atsumaモデルの構築～

	
	平成30年９月６日に発生した北海道胆振東部地震により、厚真町では民有林3,236haが被災したが、その森林の復旧再生は未だ5%以下に留まっており、被災森林の荒廃が進行している。震災復旧事業の実施可否を判断するうえでは、境界測量等の現地調査により作業区域を明確化する必要があるものの、それには多くの時間と労力を要するのが実情である。

そのため本事業では、ドローンレーザー等のICTを活用し、被害状況の効率
的な把握により、被災森林の早期再生に向けた効果的な施業計画を新たに作成し、森林再生事業のモデルを構築することを目的とする。

（申請の背景等）

震災から５年が経過し、経年劣化による木材の腐朽が一層進行し、利用可能
な被害木の減少とその価値の低下等により、森林再生に係る所有者の負担の増
加や土砂災害の危険性も増すなど、その再生に至るハードルは高まりつつある。このため、本事業では、ドローンレーザー計測等の調査分析により、傾斜や土
壌条件に応じ、施業優先度と復旧手法についてゾーニングし、効率的な施業が
できる路網等を勘案したハード事業を検討する。併せて、様々な関係機関が個
別に実施している復旧事業を視覚的にも共有できるよう一元化し、合理的・効
率的な復旧事業が策定できるようなシステムを構築し、被災森林の早期再生に
取り組むため、今回の申請に至ったもの。


	とおのちほう

遠野地方森林組合

（岩手県）

事業実施面積　　　　12ha


	事業名：松くい虫被害地の森林機能の再生

―『銀河鉄道』の彼方に輝く『アカマツ林』―

	
	遠野市宮守地区(旧宮守村)は、『銀河鉄道の夜』の舞台と言われる岩手軽便鉄道(現在のJR釜石線)が通り、背後には広大なアカマツ林が広がっているが、近年の松くい虫被害の拡大等により、その質的劣化と資源量の減少が懸念されている。

本事業は、被害調査のICT化、効果の高い地がき・地拵え方法の検討、被害木の更新伐採と抵抗性アカマツ及びカラマツの造林とそのコストの検証分析等により、施業の低コスト化を検討するとともに、将来的に施業が継続できる環境づくりに取り組み、県の木・旧村の木であるアカマツ林を保全・再生し、併せて美しい景観の維持等も図ることを目的とする。

（申請の背景等）

当地域に松くい虫被害が発生して約20年、先端地域として防除努力を続けてはいるものの、予算の制限、松くい虫監視員の高齢化等により、その防除は限界を迎えつつある。そこで、カラマツ造林を取り入れ短期的な収支改善も図りつつ、中長期的にはアカマツ大径材の生産も可能な施業ノウハウを確立・継承するため、今回の申請に至ったもの。




	おおさき

大崎森林組合

　（宮城県）

事業実施面積　　　　20ha


	事業名：鳴子温泉「雫の森」再生プロジェクト

	
	鳴子西側地区に位置する共有林は、所有者の高齢化等から施業が長年放棄され、荒廃の一途を辿っている。また、同地域の渓流ではうっ閉した森林が水源涵養機能の発揮を阻害するなどして渓流魚の生息が危ぶまれている状況である。

本事業は、長年放置され公益的機能の低下した混交林について、針葉樹は一部帯状択伐を含む搬出・切捨間伐、広葉樹は一部植栽を含む更新伐、整理伐、切捨間伐により整備を行う。これらの施業により良質な自然環境の保全・再生を促し、渓流魚の生息環境の保全等にもつなげ、同様の荒廃した共有林の再生モデルとして発信し、今後の整備の加速化を図ることを目的とする。

（申請の背景等）

　大崎管内には、奥羽山脈を源とした北上川の支流となる江合川をはじめ多くの河川があるが、近年は森林の手入れ不足などで水源涵養機能が低下し、河川水量の変動幅が拡大、時に水温上昇を招くなど、渓流魚の生息環境が脅かされている。このため、当組合は、分水嶺をまたいだ秋田県の漁協等とも連携し「森の恵みと水生生物」と題するフォーラムを共同主催するなど、その生物多様性保護に対する課題意識を強くもち、その対応が急務と感じている。

当組合では、本事業の実施を通じて、昨今の異常気象などに左右されない高い水源涵養及び土砂流出防備機能をもった多様で健全な森林を整備し、渓流魚が自然産卵できるような生態系の保全を図り、加えて観光地である鳴子峡の景観保護、さらには本事業から得られる共有林の活用ノウハウを同様の課題をもつ地域へ広く普及させることなども目指すため、今回の申請に至ったもの。


	にししらかわちほう

西白河地方森林組合

　（福島県）

事業実施面積　　　　5ha
	事業名：山林火災からの速やかな森林再生

～AI搭載型UAVを活用した早期省力調査方法の確立～

	
	本事業の対象地は、2023年3月に発生した山林火災被災林である。被害面積は約35haで伐期を迎えた立木の多くが被災しその劣化が進行している。被災地において二次被害の防止や材の有効活用のためには、できる限り速やかな状況把握が必要となっている。

　そのため、本事業では、ICTを活用し被害状況の早期省力調査方法を確立し、その分析結果を用いて、被災森林の速やかな再生を目指すこととしている。

（申請の背景等）

広範囲におよぶ被災森林の現状を把握するには、通常多くの時間と労力を要する。このため、本事業では、山火事発生直後を想定しAI搭載型UAV航測にてデータを収集し、通常の調査との精度や実用性を検証するとともに、その深層学習分析により、被害範囲および被害強度を特定し、効果的かつ速やかにハード事業に移行できる方法を実証する。なお、得られた画像データは、境界画定や施業提案時の所有者の施業合意簡略化のツールとしても活用する。加えて、昨今の温暖化等の影響で山火事などの災害の増加が懸念される中、同様の被害地復旧の先行事例となり得ることも波及効果として期待できるため、今回の申請に至ったもの。



	ぬながわ森林組合
（新潟県）
事業実施面積　　5ha

	事業名：公図未整備地区における荒廃民有林「東中千本スギ」再生事業

	
	事業対象地の新潟県糸魚川市の「東中千本スギ」地区は、名前のとおりかつては、地域住民から期待される林業地域であったが、所有者の山離れや境界が不明になるなどして荒廃化した。
本事業では、航空レーザー計測・解析を行い、実態に即して現存する和紙図
の調整・解析に基づく森林地番想定図の作成を通して、所有者の合意形成、作
業道等路網整備を行い、木材生産機能など森林の多面的機能の回復を図り、荒
廃林を再生し、地域の持続可能な森林管理の仕組みを作ることを目的とする。

（申請の背景等）

本事業地は、林道等の路網が未整備で補助金を活用した森林整備ができず、
長期間放置され、森林の多面的機能の低下により、渓岸が不安定化し山崩れな
どのリスクが高まってきている。加えて、公図未整備かつ別地域の飛び地も数
多く混在するため、森林経営計画の策定が長年見送られてきた地区である。そ
こで、本事業では、航空レーザー計測などを用い境界明確化を図るとともに、
路網開設や維持管理コストの削減も念頭に置いて事業採算性を改善しながら、
将来の間伐・主伐による所得拡大を両立できるモデルを再構築する足掛かりと
するため、今回の申請に至ったもの。


	のと

能登森林組合

（石川県）

事業実施面積　　　　18ha


	事業名：未来へつなげる林業遺産

～「県木アテ100年の森づくり」モデル事業～

	
	当地域は、江戸時代から続く県の木アテ(ヒノキアスナロ)の主産地であり、
これまで半農半林的な林業経営により木材生産が維持されてきたが、過疎化の進行に伴う管理不足により、雪害・病害が蔓延し、材質の低下や森林の荒廃が危惧されている。

本事業では、アテ人工林とその周辺林分を団地化してゾーニングし、各々の林況に応じた森林整備を行い、林分の健全性を回復させ、森林の公益的機能の高度発揮を図るとともに、林業遺産「能登のアテ林業」の普及・啓発とアテ文化継承・発信のためのモデル林整備により、能登の林業活性化と持続可能な森林経営を目指すことを目的とする。

（申請の背景等）

石川県能登地方において、江戸時代中期から発展したアテ林業特有の技術体系は、令和5年5月に日本森林学会が選定する林業遺産に登録されている。一方、当地域は過疎化・高齢化が進行し、森林所有者の林業への関心が希薄化し、適切な保育が行われていない林分の多くは、過密状態のまま放置され、自然災害の危険性等も高まっている。このような高齢で過密状態の放置・荒廃した森林を、雪害・病害に留意しつつ、複層林や針広混交林への転換を進め、公益的機能の高い森林へと誘導するとともに、事業対象地に隣接する県営「石川県健康の森」関連施設に続く林業遺産ルート(仮称)を整備することで、森林環境教育や林業遺産の普及啓発効果を高めることも期待できるため、今回の申請に至ったもの。



	おおさかふ

大阪府森林組合

　（大阪府）

事業実施面積　　　　6ha


	事業名：クヌギ林とクリ林の育成による「広葉樹林業」のモデル構築

～大都市近郊の豊かな生物多様性を育む里山を未来につなぐ～

	
	本事業の対象地がある大阪府能勢町には、古くは薪炭林として利用されたクヌギ林や山の斜面地にあるクリ林が多くみられ、このような広葉樹林が豊かな生物多様性を育んでいる。一方で、森づくりへの関心の低下や担い手不足などから、管理放棄による藪状化等が進行し、鹿や猪の生息域の拡大を招く状況になっている。

本事業では、管理がなされず雑木林化したこのような広葉樹林について、効果的と見込まれる獣害対策を講じつつ再造林などを行い、大都市近郊の新たな「広葉樹林業」のモデルを構築することを目的としている。

（申請の背景等）

　大阪府北部に位置する能勢町は、古くは高品質なクヌギ炭(池田炭)の主要産地であり、また、山の斜面地では栗栽培も行われてきたことから、クヌギ林・クリ林主体の二次林から構成される里山が広がり、その中ではギフチョウをはじめとする多種の蝶類やモリアオガエルなどの希少な生物が多く生息している。一方、林家の高齢化等に伴い森林の管理放棄が進行し、大都市近郊にありながら、豊かな生物多様性を育んでいる本地域の里山の荒廃が危惧される状況にある。他方、周辺の郊外住宅地を中心に、薪ストーブ用のクヌギ材の需要が旺盛となってきているほか、能勢由来の高品質な銀寄(ぎんよせ)栗への消費者の購買意欲も高く、移住者を中心にクヌギ林・クリ林の再生に関心を寄せる動きもみられる。このように、当地域においては、周辺都市部住民も含め、健全で持続可能な広葉樹の森づくりが強く期待されていることから、今回の申請に至ったもの。



2024年度(第11回)助成決定案件の概要
	　助成対象先
	　　　　事業の概要

	よねざわちほう
米沢地方森林組合
（山形県）
事業実施面積　　33ha

	事業名：南陽市秋葉山山火事からの超回復プロジェクト

	
	令和６年に発生した南陽市秋葉山における森林火災で焼失した122haに及ぶ森林については、全域が山形県県南県立自然公園に指定されており、その再生に関して制限があることに加え、民有林については所有者の意識も低く、境界もわからない箇所も多い。
そこで、本事業では、境界明確化を行い所有者の確認等を行うとともに、エリアを自然公園の機能を発揮させる箇所、林業としての活用を目指す箇所等、制限内容や有識者の見解も踏まえたゾーニングを実施する。さらに、南陽市と連携し小学生や市民へ本事業の普及啓発活動を行うことで、将来にわたって市民に親しまれながら活用できるような、森林の持つ多面的機能が高度に発揮される秋葉山の再生を目指すことを目的とする。
（申請の背景等）
秋葉山山火事で焼失した森林の構成は、アカマツ人工林と里山二次林の天然生林で、アカマツについてはマツクイムシ被害の蔓延により荒廃、天然生林も積極的な整備は行われていなかった。本事業は、山火事からの再生を第一としながらも、自然公園としての機能を念頭に置き公園機能を発揮する「公園林」、山形県
の黒炭生産の過半を占める南陽市の広葉樹材を活用しながら持続的整備を行っていく「生産林」、植生や生態系などの環境的要因を優先する「環境林」としてゾ
ーニングし、植樹イベントなどを通じて多くの方々に森林再生の取組みや森林整備の必要性等を学ぶためのフィールドとして整備することを目標として、今回の申請に至ったもの。


	でわしょうない
出羽庄内森林組合
（山形県）
事業実施面積　　　　15ha

	事業名：共同施業団地化による路網整備と循環型森林施業の構築(３年間事業)

	
	当組合の管轄地域には豊富な森林資源があるにも関わらず、主要な路網が少なく木材搬出が困難で林業採算性が低いことから、積極的な森林施業が行われず荒廃している。
本事業は、同様の問題を抱える市や推進機構が管理する山林を共同施業団地化することで、より効率的な路網配置の計画を作成し、大型トラックが通行可能な林業専用道(規格相当)を整備、地域全体の搬出間伐などを促進し、土砂流出防備など山林の持つ公益的機能の維持・回復と木材資源の有効活用を図ることを目的とする。
（申請の背景等）
対象区域の人工林の大半は間伐が必要な状況にあるが、大型トラックが走行可能な路網が少なく、林業採算性が低いことから森林施業が進んでおらず、住民も当地域から離れた市内に移住、森林への関心も薄れ管理が行き届かない山林が増加している。本事業は、路網改良等の調査設計から補助事業を活用した事業実施までに期間を要することから、３年間の事業として、集約化施業による持続可能な林業経営を目指すため、今回の申請に至ったもの。



	ぬながわ森林組合
　（新潟県）
事業実施面積　　　　7ha

	事業名：公図未整備地区における荒廃民有林「東中千本スギ」再生事業

	
	事業対象地である新潟県糸魚川市の通称「東中千本スギ」地区は、名前のとおりかつては、地域住民から期待される林業地域であったが、所有者の山離れや境界が不明になるなどして荒廃化した。
当組合は、2024年度事業において、現存する和紙図の調整・解析に基づく森
林地番想定図の作成を通して、所有者の合意形成を図ってきた。本年度は、整備したデータをもとに、勾配が緩く崩れにくく、かつ維持管理も含め低コストな林業専用道や森林作業道の路網整備等を行い、木材生産機能など森林の多面的機能の回復を図り、荒廃林を再生し、地域の持続可能な森林管理の仕組みを作ることを目的とする。
（申請の背景等）
本事業地は、林道等の路網が未整備で補助金を活用した森林整備ができず、長期間放置され、森林の多面的機能の低下により、渓岸が不安定化し山崩れなどのリスクが高まってきている。加えて、公図未整備かつ別地域の飛び地も数多く混在するため、森林経営計画の策定が長年見送られてきた地区である。そこで、本事業では、航空レーザー計測などを用い境界明確化を図るとともに、路網開設や維持管理コストの削減も念頭に置いて事業採算性を改善しながら、未利用の枝葉についての活用策の検討も含め、将来の間伐・主伐による所得拡大を両立できるモデルを再構築する足掛かりとするため、今回の申請に至ったもの。


	みなみつる
南都留森林組合
　（山梨県）
事業実施面積　　　　14ha
	事業名：「提案型集約化施業を軸とした森林サービス産業」による森林経営のモデル構築事業

	
	当組合では提案型集約化施業を軸とした森林整備を進めているが、整備完了後の森林の継続的な維持管理が課題となっている。
本事業では、施業の際に開設した森林作業道や、木馬道、赤道など森林に眠っている古道を地域資源として掘り起こし、社会的にニーズが高まってきているマウンテンバイクコースとしての「森林利用と維持管理」を他団体連携の中で高度に融合させるとともに、水源かん養や土砂流出防備といった公益性に最大限配慮した持続的な森林利用を進め、森林所有者の森林への関心・森林経営への意識を高めていくことを目的とする。
（申請の背景等）
日本各地の里山では、小規模面積所有者が多数を占めているために森林の適切な管理が難しく、森林資源の利活用が進んでいない状況にある。また、地域の森林整備を担う林業事業体の努力だけでは対応が限界となっている状況もみられ、森林所有者の森林に対する関心の低下と相まって、地域森林の荒廃を招く一因となっている。一方、マウンテンバイク愛好家による里山の利用を望む声は多いものの、小規模所有者が多数を占める地域においては、所有者情報の取得、所有界確定、利用の同意取得などが困難な状況である。
本事業では、地域の様々な団体と密接に連携し、集約化施業実施後の森林を経済的に二次利用していくことにより、管理不足の森林の効果的利用および積極的な維持管理が進んでいくことを期待して、今回の申請に至ったもの。

	いっぱんしゃだんほうじん
やまとしんりんかんりきょうかい
一般社団法人
大和森林管理協会
（奈良県）
事業実施面積　　8ha

	事業名：次世代の吉野林業を新たに構築する－ウィッセン集材機の活用－

	
	事業対象地である吉野林業地域においては、これまで主流であったヘリコプター集材は縮小傾向にあり、近年作業道開設の導入も図っているが、その適地は限定的で開設に時間を要することもあり、架線集材の復活が望まれている。
本事業では、奈良県庁が導入したスイスのウィッセン集材機を活用して、吉野林業に適した架線集材法を導入するとともに、その担い手を育成し、吉野郡内への普及等を通じて吉野林業を新たに構築することを目的とする。
（申請の背景等）
吉野林業は、かつては「密植・多間伐・長伐期」を特色とし、80年から100年生で皆伐というサイクルが設定されていた。しかしながら、需要の低下等から伐期が延長された結果、山林の超高齢級化が進みつつあるが、山林所有者の皆伐への拒否感も根強いものがある。
このため、本事業により、伐期のない「択伐林型」へ誘導していくことを森づくりの基本的考え方として、公益性発揮につなげるとともに、多面的機能の高度発揮に寄与することなどを期待して、今回の申請に至ったもの。


	沖縄県森林組合連合会
（沖縄県）
事業実施面積　　　　28ha

	事業名：慶良間諸島のリュウキュウマツ保全・活用を目指す
～スマート林業を活用したマツ林の保全と活用モデル事業～(２年間事業)

	
	令和３年に慶良間諸島西方の久米島町で確認された松くい虫被害は急速に拡大し、防除作業は行われているものの、被害の低減は難しい状況にある。事業地の渡嘉敷村、座間味村には今のところ松くい虫被害は入っていないが、小さな自治体であり、松くい虫被害の適正な監視や防除の迅速な初動対応が課題である。また、両村ではリュウキュウマツ漏脂胴枯病被害が確認されており、その被害対策が求められている。
このため、本事業では、枯損木調査、漏脂胴枯病の被害木駆除を行うとともに、地域住民が主体となり、松くい虫被害監視活動ができるよう普及啓発を行う。加えて、貴重な材としてニーズの高いリュウキュウマツについて、離島から伐採・搬出・販売するスキームを確立し、マツ林の保全と活用を両立させるモデルを構築すること目的とする。
（申請の背景等）
当該地域では、１２０年以上前に始まった鰹節生産の鰹節の焙乾のためにマツ造林が推進されており、鰹節生産は６０年前に終了したが、伐期に達したマツ林が貴重な森林資源となっている。久米島町に侵入した松くい虫被害の状況に鑑みると、その監視による侵入防止や初動対応は、島民の健全な生活環境を支えるうえでも大変重要である。そこで、本事業では、地域住民とともにマツ資源の保全を図るとともに、今後の資源の有効活用により、持続的な森林の管理と利用の両立を目指すため、今回の申請に至ったもの。



（２）公益信託農林中金80周年森林再生基金助成先一覧
（2005～2013年度）
	年度
	助成団体名
	都道府県
	事　　　業　　　名

	２００５年度（第１回）
	雄勝広域森林組合
	秋田県
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 12(ゆーとぴあ),雄湯郷)森林境界再現保存整備事業

	
	加子母森林組合
	岐阜県
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 11(びりんばんせいこれをたやさず),『美林萬世之不滅』)の山づくり

	
	三次地方森林組合
	広島県
	森林組合型「森林経営信託モデル事業」

	
	新居森林組合
（現・いしづち森林組合）
	愛媛県
	森林再生化事業（長期施業委託）

	２００６年度（第２回）
	金山町森林組合
	山形県
	桝沢水源の森再生整備事業
－循環型社会の自律した森づくり－

	
	東白川村森林組合
	岐阜県
	急傾斜地森林経営環境整備事業

	
	真庭森林組合
	岡山県
	低コスト施業とバイオマス活用で進める低質林改良モデル事業

	
	美馬森林組合
	徳島県
	「調和の森」造成事業

	
	南那珂森林組合
	宮崎県
	再生！　飫肥林業
(森林ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの構築による高付加価値材の生産と森林管理）

	２００７年度（第３回）
	森林組合あおもり
	青森県
	ヒバの天然更新を生かす路網整備による循環型の森づくり事業
－平内町夏泊半島地区における持続的林業経営の確立－

	
	飯伊森林組合
	長野県
	里山の森林再生事業　
～マツクイ被害からの再生～

	
	NPO法人山里の暮らしと
豊かな森を守る会
	長野県
	わがふる里のもり再生整備事業

	
	三次地方森林組合、
上布野生産森林組合
	広島県
	森林組合型「経営信託モデル事業」ステップ　
生産森林組合再生プログラム

	２００８年度（第４回）
	富山県西部森林組合
	富山県
	未来へつなぐ　里山再生プロジェクト

	
	松阪飯南森林組合
	三重県
	林地残材を有価に　
－低コスト生産システムの構築と分析－

	
	生栖生産森林組合
	兵庫県
	大橋式作業道による「壊れにくい作業道開設」事業の実践

	
	日南町森林組合
	鳥取県
	循環型林業地の形成　
～林業収入の安定的確保～

	年度
	助成団体名
	都道府県
	事　　　業　　　名

	２００９年度（第５回）
	多野東部森林組合
	群馬県
	林業の未来に向けて　
～将来に繋がる森林づくり～

	
	上伊那森林組合
	長野県
	マツ林再生による地域林業活性化事業

	
	静岡県森林組合連合会
	静岡県
	森林組合未組織地域における低コスト作業システムの推進

	
	津山市森林組合
	岡山県
	広戸地域水源林再生事業
～価値ある森林を後世に継承するために～

	
	いしづち森林組合
	愛媛県
	温航知森！　
過去の航空写真を使った森林境界明確化事業

	２０１０年度（第６回）
	北信州森林組合
	長野県
	デジタル森林管理　
～森林経営の再生を目指して～

	
	NPO法人杣の杜学舎
	岐阜県
	美濃市ふくべの森入会林野再生モデル事業

	
	中勢森林組合
	三重県
	森林ゾーニングによる多様で健全な森林づくり事業

	
	吉野林業協同組合
	奈良県
	川上村下多古峰の平　作業道作成工事及び周辺間伐事業

	
	熊本県森林組合連合会
	熊本県
	熊本市西部域民有林の森林境界明確化と森林の保全対策

	
	曽於地区森林組合
	鹿児島県
	ふるさとの森再生事業　
～台風被害からの復活～

	２０１１年度（第７回）
	北都留森林組合
	山梨県
	北都留森林組合森林・林業・山村再生プラン
～EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 11(なりわい),生業)としての林業への挑戦～

	
	中濃森林組合
	岐阜県
	多様性をもった里山森林整備モデル林の造成

	
	可茂森林組合
	岐阜県
	集落周辺の里山未整備森林再生プロジェクト

	
	龍神村森林組合
	和歌山県
	新天地開拓モデル事業
～ EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 11(はばた),翔)く「龍神材」谷を越える～

	
	しまね東部森林組合
	島根県
	水源林における集約化施業による利用間伐の推進

	
	愛媛県森林組合連合会
	愛媛県
	地域連携で取り組む「EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 11(かざはや),風早)の森」再生事業

	
	久万広域森林組合
	愛媛県
	利用間伐への転換のための木材生産検証事業

	
	香美森林組合
	高知県
	地域森林資源の管理者を目指して
～限界集落の守り香美～

	年度
	助成団体名
	都道府県
	事　　　業　　　名

	２０１２年度（第８回）
	鶴居村森林組合
	北海道
	低コストでつくる林業専用道と作業システム
（水土保全に配慮して）

	
	石巻地区森林組合
	宮城県
	「復興の森林(もり)プロジェクト
～木質バイオマス資源（Ｃ・Ｄ材）の活用による林業復興～

	
	福井市森林組合
（現・福井森林組合）
	福井県
	里山再生事業と龍興寺跡の融合で地域活性化
～朝倉氏族の遺跡～

	
	長野森林組合
	長野県
	カシノナガキクイムシから守る！
～野尻湖の豊かな里山林再生事業～

	
	富士森林組合
	静岡県
	「生産量増加を目指す段階」としての富士プロ第２ステージの
構築に向けて

	
	大阪府森林組合
	大阪府
	多様な木材利用による里山の資源循環モデルの構築

	
	吉野きたやま森林組合
	奈良県
	急傾斜地における作業道開設と施業集約化モデル実証事業

	
	NPO法人土佐の森・救援隊
	高知県
	自伐林業方式『集落営林型』確立による、民有林再生モデル
事業の展開

	
	鹿児島県森林組合連合会
	鹿児島県
	急傾斜地区における災害に強い森林づくり

	２０１３年度（第９回）
	大田原市森林組合 
	栃木県
	低コスト作業道開設による作業システム構築とバイオマス活用の推進

	
	中越よつば森林組合
	新潟県
	ゆきぐに「越後長岡」林業再生プロジェクト 

	
	信州上小森林組合
	長野県
	甦れ！十観山周辺林業再生プロジェクト 

	
	十津川村森林組合
	奈良県
	災害に強い基幹路網整備を基盤とした森林資源活用モデル
事業 

	
	隠岐島前森林組合
	島根県
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps9 \o\ad(\s\up 8(あま),海士)の森復活プロジェクト
～搬出間伐で離島林業の未来を拓く～

	
	カルスト森林組合
	山口県
	国定公園及び周辺地域の「林業経営可能な里山再生」事業

	
	対馬森林組合
	長崎県
	未利用材の有効利用等による経営放置林の再生
（森林経営計画への参入を目指して） 
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